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１ 策定の趣旨 

  本市では、基本構想及び基本計画に基づき、将来都市像『「自立と協働のまち」人いきいき、緑

さわやか、活力あふれる袖ケ浦』の実現に向けて、各施策分野における有効な事業を３ヵ年実施計

画にまとめ、総合的な施策展開を図っております。 

  国の経済情勢は、長年にわたる景気の低迷期から緩やかな回復基調が続いており、経済政策の効

果により先行きについても緩やかに回復していくことが期待されるものの、海外景気の下振れなど、

景気が下押しされるリスクも潜んでいると予測されています。 

  また、地方自治体の財政運営についても、財源確保が非常に厳しい状況となる一方で、少子高齢

化の急激な進展により、扶助費をはじめとした義務的経費などは引き続き増加傾向にあり、財政構

造的に厳しさが増しております。 

このような状況の中、国の動向や社会経済状況等を的確に見極めながら、自らの判断と責任によ

る効率的な行財政運営を行うとともに、人口減少に歯止めをかける地方創生への取組みが必要とさ

れています。 

 こうした中で、本計画の策定にあたっては、時代の潮流を捉えながら、第２期実施計画での行政

評価システムによる施策評価及び市民意識調査の結果を踏まえ財政収支予測のもと、施策分野ごと

に有効な事業を厳選して計画に位置づけ、総合計画の総仕上げとして、また、次期総合計画への確

かな架け橋として、今後３年間の行財政運営の具体的な指針として策定するものです。 

 特に本計画期間中においては、将来の発展を見据え、第１期及び第２期実施計画で取り組んでき

た、大型社会資本整備事業が概成・完了の時期を迎えることから、これらの事業成果を最大限発揮

し、本市の優れた地域性を活かしたまちづくりの実現、多様化、高度化する市民ニーズに対してき

め細やかに対応するため、自らの地域を十分理解している市民の発想や創造力など、現在持ってい

る市民の力、そして地域の力を活かした、協働のまちづくりの実現、そして、将来懸念される人口

減少に歯止めをかける地方創生への取組み、以上３点について力を入れてまいります。 

 

２ 計画の位置づけ 

  本計画は、総合計画に掲げた施策目標の達成に向け、今後３年間の行財政運営の指針とするもの

であり、事業の具体的な実施手順を定め、その実効性を担保するものです。 

  登載する計画事業は、本市の更なる発展に向けて総合計画の総仕上げに取り組むために有効な、

今後３年間の事業として選定しています。 

本計画は３年間の固定方式を原則としますが、社会経済情勢や市民ニーズの変化に対応するため、

計画期間中であっても、行政評価等を活用しながら、事業内容の改善や見直しを図ることとします。 

 

３ 計画の期間 

 本計画の期間は、平成２８年度から平成３０年度までの３年間とします。 
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４ 人口の見通し 

人口減少社会が到来し、県下の多くの自治体においても人口の減少が続く中、本市においては、

微増ながらも増加傾向を保っており、本計画期間中も都市基盤整備や市民サービスの維持・向上に

努めるとともに、本市の持つ地理的ポテンシャルにより現在の人口６２，０４２人（平成２７年 

１０月１日現在・住民基本台帳）から基本構想の目標人口（平成３１年において６４，０００人）

に向けて推移していくものと想定します。 

 

５ 財政計画 

  財政計画（一般会計）の作成にあたっては、今後も厳しい財政状況が続く見込みの中で、計画事

業の実効性と将来に亘る健全財政の維持を念頭に置き、計画期間の総額を歳入、歳出ともに６９６

億７千４百万円と見込みました。 

なお、項目別の内訳は別表１（６頁）のとおりです。 

 

（１）歳入 

  歳入の大宗を占める市税収入は、景気が緩やかに回復傾向にあったことから、近年では法人市

民税は増収傾向にあるものの、地価の下落等による固定資産税の減収により、市税収入全体では、

ほぼ横ばいとなっております。 

このような状況を踏まえ、今後の社会経済情勢の変動を見据えながら税目ごとに推計を実施し

た結果、市税の総額は３９０億４千１百万円、歳入全体に占める割合は５６．１％になるものと

見込みました。 

   また、国県支出金等の特定財源については、国、県の動向や計画事業の内容を勘案して財源を

見込んでいます。 

 

（２）歳出 

  歳出については、厳しい社会経済情勢のもと、堅実な財政運営と将来都市像の実現に向けた政

策的経費を確保していくため、計画事業の選択を徹底するとともに、経常的経費の抑制と特定財

源等の確保に極力努めました。この結果、計画事業費は総額１１９億５千６百万円、歳出全体に

占める割合は１７．１％になるものと見込みました。 

 

６ 施策の体系 

  基本構想では、将来都市像の下に８つの章（施策分野）と２２の節を配置して、まちづくりの

方向性を示しています。また、基本計画では３８の施策と１０１の施策の方向性を体系化しており、     

本計画では、これに基づき別表２（８頁）の施策体系によって、計画事業の具体的な位置づけを行

っています。 
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７ 計画事業数 

  本計画に登載される計画事業は１６５事業で、各施策分野別及び性質別における計画事業数は次

のとおりです。 

（１）施策分野別の計画事業数 

➢第１章 市民生活 …………………………………………………… １２事業 

➢第２章 防犯・防災 ………………………………………………… １７事業 

➢第３章 保健・医療・福祉 ………………………………………… ３４事業 

➢第４章 学校教育・生涯学習 ……………………………………… ３９事業 

➢第５章 環境 ………………………………………………………… １０事業 

➢第６章 産業振興 …………………………………………………… ２４事業 

➢第７章 都市形成・都市基盤 ……………………………………… ２５事業 

➢第８章 行財政 ………………………………………………………   ４事業 

（合計１６５事業） 

（２）性質別の計画事業数 

➢ 継続事業 ⇒ １３４事業   新規事業 ⇒ ３１事業 

➢ ソフト事業 ⇒１２５事業  ハード事業 ⇒ ４０事業 

➢ 一般会計 ⇒ １５１事業   特別会計 ⇒ １４事業 

➢ マニフェスト関連事業 ⇒ ８６事業 

➢ 地方創生総合戦略事業 ⇒ ５７事業 

 

８ 計画事業費（一般会計） 
（※ 平成 28年度当初予算編成等の進捗に合わせて確定します。） 

本計画では、平成２８年度から平成３０年度の３年間に、一般会計事業費１１９億５千６百万円

を投資するものとします。また、事業費のうち一般財源充当額は６２億２千万円で、全体事業費の

５２．０％になります。 

  各施策分野別における事業費は次のとおりです。 

➢第１章 市民生活 …………………………………………………  ４億４千７百万円 

➢第２章 防犯・防災 ……………………………………………… １５億  ９百万円 

➢第３章 保健・医療・福祉 ……………………………………… ２７億  ７百万円 

➢第４章 学校教育・生涯学習 …………………………………… １６億７千４百万円 

➢第５章 環 境 ……………………………………………………  ７億９千１百万円 

➢第６章 産業振興 ………………………………………………… ２８億３千７百万円 

➢第７章 都市形成・都市基盤 …………………………………… １９億６千５百万円 

➢第８章 行財政 ……………………………………………………    ２千６百万円 
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（別表１）財政計画 
 
１ 歳 入 

 
項  目 

区  分 

計画期間（平成 28年度～平成 30年度） 

金額（百万円） 構成比（％） 

１ 市税 ３９，０４１ ５６．１

２ 地方譲与税 １，００３ １．４

３ 利子割交付金 ４４ ０．１

４ 配当割交付金 １６８ ０．２

５ 株式等譲渡所得割交付金 １２６ ０．２

６ 地方消費税交付金 ３，６４０ ５．２

７ ゴルフ場利用税交付金 ２６８ ０．４

８ 自動車取得税交付金 ３３ ０．１

９ 地方特例交付金 １５２ ０．２

10 地方交付税 １２０ ０．２

11 交通安全対策特別交付金 ２２ ０．０

12 分担金及び負担金 １，５５３ ２．２

13 使用料及び手数料 １，４７９ ２．１

14 国庫支出金 ９，５４８ １３．７

15 県支出金 ４，１９９ ６．０

16 財産収入 ７４ ０．１

17 寄付金・諸収入 １，５２８ ２．２

18 市債 ３，６０１ ５．２

19 繰入金 ２，１７５ ３．１

20 その他収入 ９００ １．３

合    計 ６９，６７４ １００％

※ 財政計画は平成 28年度当初予算編成等の進捗に合わせて金額を確定します。 
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２ 歳 出 
    
       項  目 

区  分 

計画期間（平成 28年度～平成 30年度） 

金額（百万円） 構成比（％） 

１ 人件費 １６，６８１ ２４．０

２ 扶助費 １３，１２０ １８．９

３ 公債費 ３，２９１ ４．８

義務的経費計(1+2+3) ３３，０９２ ４７．７

４ 物件費 １４，３１２ ２０．５

５ 維持補修費 ７０７ ０．９

６ 補助費等 ６，４２３ ９．３

７ 経常的繰出金 ４，４４０ ６．５

経常的経費計(1+2+3+4+5+6+7) ５８，９７４ ８４．９

８ 積立金 １，０６０ １．３

９ 投資及び出資金、貸付金 ７４２ １．１

10 繰出金 １，６０１ ２．４

11 普通建設事業費 ６，９９５ ９．９

12 災害復旧事業費 ２ ０．０

13 予備費 ３００ ０．４

 

合    計 ６９，６７４ １００％

うち計画事業費 １１，９５６ １７．１

   うち投資的事業費 ５，７４０ ８．２

   うち経常的事業費 ６，２１６ ８．９

※ 財政計画は平成 28年度当初予算編成等の進捗に合わせて金額を確定します。 
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（別表２）施策体系 
 

将来都市像 「自立と協働のまち」 

         人いきいき、緑さわやか、活力あふれる袖ケ浦  
 

第１章 市民生活 『市民参加で進める住みやすいまちづくり』 

 
 

  
１節 誰もが暮らしやすい地域の実現

1. （1） ① コミュニティ活動への支援

② 集会所等施設の整備への助成

③ 自治会加入促進

2. （1） 消費者利益の保護 ① 消費生活相談の充実

（2） 消費者意識の啓発 ① 消費者教室等の充実

3. ① 男女共同参画の意識づくり

（2） ① 職場、地域、家庭での共同参画を進める社会づくり

② 心豊かな暮らしを支えるまちづくり

4. （1） 地域情報化の推進 ① 地域情報基盤の整備促進

（2） 行政情報化の推進 ① 行政手続オンライン化の推進

② 情報通信技術の活用による業務の最適化

（3） 情報化に係る人材の育成 ① 情報化に対応した教育の推進

（4） 情報セキュリティの構築 ① 情報セキュリティ対策の徹底

5. （1） ① 情報提供･相談機能の拡充

（2） 国際交流活動の推進 ① 姉妹都市等との交流

② 地域における国際交流の促進

（3） ① 国際交流ネットワークづくり

② 国際交流団体等の育成

6. （1） ① 人権教育

② 人権啓発

２節 暮らしを支援する生活インフラの拡充

１. （1） 鉄道・バス輸送の充実 ① 鉄道・路線バス･高速バス等の利便性向上

（2） 市内公共交通の充実 ① 地域公共交通システムの導入

2. （1） ① 墓地の増設

② 墓地公園の維持管理

（2） ① 火葬場の整備

② 火葬費の助成

①（2） 市民活動の支援

国際化に対応したまちづく
りの推進

墓地公園の整備等

火葬場の整備等

男女共同参画の環境づく
り

コミュニティ活動の推進

国際化推進体制の整備

人権教育･啓発の総合的
な推進

市民参加によるまちづくり
の推進

市民活動

消費生活

国際化

情報化

男女共同参画社
会

墓地・火葬場

公共交通

人権

（1） 男女共同参画の意識づく
り
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第２章 防犯・防災 『災害、事故、犯罪をなくす安全性の高いまちづくり』 

 

１節 防災・危機管理体制の強化

1. （1） ① 防災拠点の整備

② 情報連絡体制の確保

③ 防災意識の普及啓発

④ 自主防災組織の体制強化

⑤ 防災訓練の実施

（2） ① 災害時要援護者対策の整備

② 応急物資等の確保

③ 防災ボランティアへの対応

④ 災害時応援協定の推進

⑤ 関係機関との連携強化

（3） ① 河川の整備

② 雨水幹線の整備

③ 急傾斜地の整備

（4） 国民保護対策 ① 武力攻撃等有事に対する啓発と対策

２節 安全で安心できる生活の実現

1. （1） 防犯体制の充実 ① 防犯活動の推進

② 防犯施設の整備

（2） ① 交通安全活動等の推進

② 交通安全施設等の整備

３節 緊急時の迅速な対応の実現

1. （1） ① 火災予防の推進

② 常備消防の充実

③ 非常備消防の充実

④ 消防水利の確保

（2） ① 救急活動の高度化

② 資機材の整備

消防・救急・救助

防犯・交通安全

防災・国民保護

消防体制の充実

救急・救助体制の充実

災害予防対策

災害応急・復旧対策

災害に強い体制づくり

交通安全の推進
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第３章 保健・医療・福祉 

 『すこやかに暮らせるふれあいと支えあいのまちづくり』 

 
 
 
 
 

  

１節 人を大切にする社会の実現

1. （1） ① 地域ぐるみ福祉ネットワークの構築

②

③ ボランティアの育成及び活動の支援

（2） ① 自立して生活できるまちづくりの推進

② 安全で安心して暮らせるまちづくりの推進

２節 生活を支えあう仕組みづくり

1. （1） ① 制度改善の要請

② 収納率の向上

③ 医療費の適正化

（2） ① 介護保険財政の確立

② 実施体制の整備

③ 介護保険事業計画等の策定

④ サービス基盤の確立

（3） ① 広報活動の推進

② 保健事業の充実

2. （1） ① 相談･援護体制の充実

② 自立の促進

3. （1） ① 乳幼児保育の充実

② 保育所の整備

③ 民間保育所への支援

④ 放課後児童の健全育成

（2） ① 相談支援体制の充実（※再掲4－(1)－1-(2)）

② 社会で支える意識の醸成

③ 子育て情報提供の充実（※再掲4－(1)－1-(2)）

④ 乳幼児、子ども医療費の助成

4. （1） ① 在宅支援サービスの充実

② 施設福祉の充実

③ 相談体制の充実

（2） ① 移動サービスの充実

② 就労の促進

③ 交流機会の充実

（3） ① バリアフリーの社会基盤整備

② ノーマライゼーションの浸透

5. （1） 在宅生活支援の充実 ① 在宅福祉サービスの充実

（2） ① 認知症対策の推進

② 高齢者虐待対策の推進

（3） ① 生きがい対策の推進

② シルバー人材センター運営支援

③ 社会活動、地域交流等の促進

３節 健康と安心を支える施策の推進

1. （1） ① 健康に関する知識の普及啓発

② 地域保健活動の推進

③ 健康づくり活動の支援

（2） ① 母子保健対策の推進

② 成人保健対策の推進

③ 感染症対策の充実

（3） ① 在宅当番医体制の充実

② 夜間救急医療体制の充実

③ 地域医療の連携強化の推進

ひとり親、低所得
者福祉

地域福祉の推進

福祉環境の整備

国保財政運営の健全化

介護保険制度の充実

生活基盤と相談体制の
充実

国保・介護の広報、保健
事業の充実

保育サービスの充実

児童の健全育成の推進

生活支援の充実

地域生活支援・社会参加
の促進

障害者にやさしい福祉の
まちづくりの推進

尊厳ある暮らしの支援

社会参加と生きがい対策
の充実

健康づくりの推進

予防・疾病対策の推進

医療体制の強化

地域福祉

保健・医療

高齢者福祉

障害者福祉

児童福祉

保険

社会福祉協議会、民生委員・児童委員などとの連
携の強化充実

4. 障がい者福祉 

 障がい者にやさしい福祉の 
まちづくりの推進 
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第４章 学校教育・生涯学習 『豊かな人間性を育む文化の薫るまちづくり』 

 

 

 

 

  

１節 新しい時代を担う人材の育成

1. （1） ① 学習環境の整備

② 教職員の研修の充実

（2） ①

②

2. （1） ① 確かな学力に向けた授業改善の推進

② 豊かな心を育む体験活動の推進

③ 基本的生活習慣の確立と体力の向上

④ 開かれた学校教育の推進

（2） ① 教育環境の整備と教職員の研修の充実

② 社会変化に対応できる児童生徒の育成

③ 思考中心の学力の育成

（3） 学校施設の整備 ① 学校施設の耐震化等の整備の充実

3. （1） ① 青少年健全育成体制の充実

② 青少年健全育成事業の推進

③ 健全な社会環境づくりの推進

２節 豊かな生涯学習社会の実現

1. （1） ① 生涯学習ネットワークの整備充実

② 生涯学習ボランティアの養成と活動の促進

③ 生涯学習情報の収集と提供システムの充実

④ 社会教育関係団体活動への支援

（2） ① 家庭教育への支援

② 地域の教育力の向上

③ 公民館活動の充実

④ 図書館活動の充実

⑤ 社会教育施設の整備充実

2. （1） ① 文化・芸術振興のための組織体制の充実

② 文化・芸術鑑賞機会の充実

③ 文化・芸術を支える人材の育成

（2） ① 文化財の調査と指定

② 文化財の保護・保存と活用

③ 伝統文化継承活動の支援

④ 博物館活動の充実

３節 生涯スポーツ環境の充実

1. （1） ① 総合型地域スポーツクラブの理解・育成への支援

② 地域スポーツ・レクリエーション環境の整備

（2） ① 社会体育施設の改修、整備

② 学校体育施設の利用促進

（3） ① 教科体育指導の充実

② 運動部活動の支援

スポーツ・レクリ
エーション・体育

生きる力の基礎を培う
幼稚園づくり

子育て支援体制の整備

社会の変化に対応する
学校教育の推進

生きる力を育む学校教育
の推進

青少年健全育成の推進

生涯学習推進体制の整備

社会教育の充実

文化・芸術活動の推進

郷土の歴史と文化の
保存・継承

スポーツ･レクリエーション
活動の推進

スポーツ･レクリエーション
施設の整備

学校体育の推進

幼児教育

文化・芸術

生涯学習

青少年健全育成

義務教育

相談支援体制の充実
　（※再掲3－(2)－3－(2)）

子育て情報提供の充実
　（※再掲3－(2)－3－(2)）
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第５章 環 境 『環境負荷を減らし自然と共生するまちづくり』 
 

 
 
 
  

１節 持続可能な社会づくりへの貢献

1. （1） ① 環境に配慮した機器の普及

② 二酸化炭素排出量の削減

③ 自然・新エネルギーの利用促進

（2） ① 里山や生態系の保全

② 田園景観の保全

（3） ① 発生源の監視

② 環境の監視

（4） ① 環境教育、環境学習の推進

② 環境活動団体の育成

（5） ① 市民、企業、各種団体との協力体制構築

② 清掃活動、ポイ捨て防止の推進

③ きれいなまちづくりの推進

２節 循環型地域社会の推進

1. （1） ① ごみの減量化・資源化の推進

② 事業系ごみの適正処理

（2） ① ごみ処理施設等の整備

② 君津地域広域廃棄物処理事業の運営

（3） ① し尿処理施設の適正な維持管理

② 合併処理浄化槽の普及促進

（4） ① 市内パトロールの継続

② 廃棄物適正処理の啓発

環境教育

市民による環境美化活動
の推進

ごみ減量化とリサイクルの
推進

地球環境にやさしい都市
システムの構築

自然環境の保全と活用

廃棄物・リサイク
ル

環境保全・美化

ごみの適正処理

し尿の適正処理

不法投棄の防止

環境保全対策
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第６章 産業振興 『産業が調和した賑わいと活力のあるまちづくり』 
 
 
 
  

１節 活力ある農林業の振興

1. （1） ① 優良農地の保全と効率的な利用

② 用排水施設の整備

③ 農道の整備

④ ほ場の整備

（2） ① 営農・経営支援体制の強化

② 農業経営の合理化と法人化

③ 後継者の育成

（3） ① 水田農業の振興

② 新技術の導入

③ 特産物の開発・農産物加工の推進

④ 園芸施設化の促進と果樹振興

⑤ 農業関連情報の提供

（4） ① 環境保全型農業技術の導入と実現化

② 農業廃棄物の適正処理とリサイクル

③ 畜産環境の整備

④ 遊休農地の活用

（5） ① 農業集落排水整備の推進

② 農業集落排水施設の維持管理

③ 農業集落排水の健全経営

（6） ① 森林の保全

② 治山事業の実施

（7） ① 市民農園の整備

② 交流型農業の推進

③ 直売所の活用

２節 活気ある商工業の振興

１. （1） 商業の振興 ① 魅力ある商店街の形成

② 活力ある商業の振興

③ 経営基盤の強化

④ 核店舗（ショッピングセンター等）誘致の検討

（2） 工業の振興 ① 企業設備投資促進

② 企業誘致の推進

③ 袖ケ浦椎の森工業団地の整備促進

（3） 中小企業支援策の推進 ① 中小企業の育成強化

３節 魅力ある観光地域の育成

1. （1） ① 観光関係団体の支援

② 観光施策の体制づくり

（2） ① 特産品等の発掘と宣伝

② 新たな観光資源の創出

４節 安心して働ける社会の実現

1. （1） 労働環境の充実 ① 雇用機会の確保

② 従業員の福祉の充実

農業集落排水の整備

林業の振興

市民とふれあう農業の
推進

観光振興に向けた体制
づくり

観光地としての魅力づくり

農業経営体の育成

高付加価値農業の実現

環境保全型農業の推進

農業生産基盤の整備農林業

労働

観光

商工業
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第７章 都市形成・都市基盤 『快適で調和のとれたまちづくり』 
 
 

 
 
  

１節 誰もが住みたくなる快適なまちづくり

1. （1） ① 宅地開発区域における地区計画制度の検討

② 駅周辺地域の生活利便の向上

③ 都市景観の形成

（2） ① 市街地整備の推進

② 低未利用地の活用

③ 地区の特性を活かした土地利用促進

（3） ① 袖ケ浦駅及び長浦駅における自由通路の整備

② 袖ケ浦駅舎及び長浦駅舎の改修

2. （1） 都市公園等の整備 ① 都市基幹公園・住区基幹公園の整備

（2） 公園・緑地の適正管理 ① 公園・緑地の効率的な維持管理

（3） ① 公共施設等の緑化の推進

② 企業との緑化協定

③ 市民参加の緑化（生垣奨励）

２節 安心で利便性の高い道路網の整備

1. （1） 都市計画道路の整備 ① 幹線道路の整備

（2） ① 幹線・補助幹線道路の整備

② 歩道の整備

③ 橋梁の耐震強化

④ 道路のバリアフリー化

（3） ① 首都圏中央連絡自動車道（仮称）かずさＩＣ整備促進

② 国道の整備促進

③ 主要地方道・一般県道の整備促進

３節 快適で豊かな住環境の整備

1. （1） ① 浄配水施設の整備

② 老朽配水管対策

（2） 安全性の確保 ① 水質管理の強化

（3） ① 経営改善の検討

② 適正な水道料金の維持

2. （1） ① 公共下水道の整備の推進

② 公共下水道の耐震対策と効率的な維持管理

③ 終末処理場の改築更新及び高度処理化の推進

④ 下水道施設・資源の多面的な有効活用の推進

（2） ① 広報活動の充実（水洗化の普及）

② 貸付金・補助金による支援

（3） 経営基盤の強化 ① 使用料の適正化

3. （1） ① 耐震化等住環境対策の推進

② 市営住宅の維持管理

（2） ① 持ち家の促進

② 市営住宅の供給

都市基盤の整備

都市機能の整備

水と緑のネットワーク

都市計画の推進

住宅

公共下水道

上水道

道路網

公園・緑化

市街地形成

水洗化率の向上

住環境の整備

住宅･宅地の供給

市道の整備

国県道・自動車専用道の
整備

安定した給水体制の確立

経営体質の強化

公共下水道の整備
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第８章 行財政 『市民ニーズに的確に対応する信頼される行財政運営』 
 

  
１節 健全で自律的な財政運営

1. （1） ① 健全で自律的な財政運営

② 実施事業の計画的推進

２節 効率的で透明性の高い行政運営

1. （1） 行政評価 ① 行政評価の効率的な運用

（2） ① 行政改革の推進

② 市民との協働による行政サービスの樹立

③ 公平性（受益者負担）の確立

（3） ① 行政の透明性向上

② 公正な行政・開かれた行政の推進

（4） ① 社会潮流や市民ニーズへの的確な対応

② 効率的かつ効果的な組織の構築

（5） ① 自律行動型職員の育成

② 時代や環境に対応する人材の育成

財政計画・財政運営

行政改革

情報公開・パブリックコメン
ト

組織の構築

人材（職員）育成

行政運営

財政運営
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第２部 各 論 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

凡 例 
● は 、 マ ニ フ ェ ス ト 関 連 事 業 
（課等名は平成２７年４月１日現在） 



 

 
 

３．児童福祉 
【施策体系】 

 
【施策の方向性】 
（１）保育サービスの充実 

 子どもを取り巻く社会環境の変化に的確に対応するため、家庭や地域、事業者、行政が

連携を図り、多様化する保育ニーズを把握しながら次世代育成支援行動計画に基づき保育

サービスの充実を図ります。また、子どもが安全で、安心できる保育環境を確保するため、

保育所施設の整備、改修等を計画的に実施するとともに、民間保育所における保育サービ

スの充実や施設整備、改修等を支援します。 

就労等により親が昼間不在の家庭について、放課後に児童が安全に過ごすことができ、

健全育成が図られるよう引き続き取り組みます。 

 

（２）児童の健全育成の推進 

 子育て世帯の負担軽減を図るため、引き続き子ども医療費の助成を行うとともに、子育

て情報の提供や子育て相談などを充実して支援体制の強化を図ります。 

また、子どもを安心して産み、育てる喜びを実感でき、次世代を担う子どもたちが心身共

に健やかに成長する環境を形成するため、子育てを地域社会で支援する意識醸成に取り組

みます。 

 

 
【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 担当課

28 年度 29 年度 30 年度 

●幼保連携推

進事業 

【新規】 

待機児童の解消を図るととも

に、特定教育・保育の需要に対

する市民の多様なニーズに応え

るため、幼保連携の検討を行い

ます。 

幼保連携の

検討 

幼保連携の

検討 

幼保連携の

検討 

子育て支

援課 

学校教育

課 

●放課後児童ク

ラブ支援事業 

昼間保護者が家庭にいない児

童（小学生）に、放課後の適切な

遊び場や生活の場を提供するた

め、放課後児童クラブの運営と

民設放課後児童クラブへの助成

を行います。 

指定管理者

による運営

（3 クラブ） 

補助金交付

1施設増設

(11 クラブ) 

指定管理者

による運営

（3 クラブ） 

補助金交付

(11 クラブ) 

指定管理者

による運営

（3 クラブ） 

補助金交付

(11 クラブ) 

子育て支

援課 

 
 

  

②社会で支える意識の醸成

③子育て情報提供の充実（※再掲４－１－1-(2)）

④乳幼児、子ども医療費の助成

③民間保育所への支援

④放課後児童の健全育成

①相談支援体制の充実（※再掲４－１－1-(2)）(2)児童の健全育成の推進

児 童 福 祉 ①乳幼児保育の充実

②保育所の整備

(1)保育サービスの充実

➢【施策の方向性】は、平成
21 年度に策定した基本計画

における今後 10 年間（平成

22～31 年度）の施策の方向

性について、時点修正を加

え掲載しています。 

（※この例での『施策』とは

『児童福祉』になります。） 

第２部 各論の見方

➢【施策体系】は、基本構想・
基本計画における施策体系

に従い、それぞれの事務事

業が施策体系のどこに位置

づけされるかを示します。 

※（別表２）施策体系図⇒P8

➢【事務事業の位置づけ】は、
施策の方向性を踏まえて、

市が第 3期実施計画の期間

（平成 28～30 年度）に予定

する具体的な事務事業につ

いて、その内容を記載してい

ます。 

※ 事業名の冒頭に ● が

付された事務事業は、市

長マニフェストに関連する

ものです。 
 
※ 事業名の末尾に 【新規】

が記された事業は、第 3

期実施計画で新たに取組

みを行うものです。 

※ 事業名の末尾に 【実計

新規】が記された事業は、

これまでも取組んでいたも

のを新たに計画に位置付

けて行うものです。 

 
 
※ 担当課は平成 27 年 4 月

１日現在の組織になりま

例 示 
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第１章 市民生活 ～市民参加で進める住みやすいまちづくり～ 
１節 誰もが暮らしやすい地域の実現 
１．市民活動 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）コミュニティ活動の推進 

地域における市民相互の交流を深め、個性あるコミュニティの形成を目指して、自治会組織が行う自

治活動の支援や集会所等施設の建設、補修に対し助成を行うとともに、地区自治連絡会の活動を支援す

るなど自治振興に取り組みます。また、自治会への加入率の向上を目指し、自治連絡協議会と連携して

加入促進のＰＲ活動に取り組みます。 
 
（２）市民参加によるまちづくりの推進 

市民活動のより一層の進展を目指して、自治会やＮＰＯ等の市民活動団体が活動しやすい環境の整備

に取り組むとともに、市民活動や市政についての理解や認識を深めてもらい、市民によるまちづくり意

識の醸成を図ります。また、市民の多様化したニーズに柔軟に対応するため、市民活動団体と行政との

協働事業の推進に取り組みます。 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

自治振興対策事
業 
【実計新規】 

市民の自主的かつ主体的な活動によ
るまちづくりを推進するため、自治連
絡協議会や地区自治連の自主活動を
支援します。また、自治連絡協議会と
連携し自治会の加入促進を図ります。

地域活性化推
進事業補助金
の交付 
自治会加入促
進ＰＲ 
自治会加入促
進マニュアル・
リーフレット作
成 

地域活性化推
進事業補助金
の交付 
自治会加入促
進ＰＲ 

地域活性化推
進事業補助金
の交付 
自治会加入促
進ＰＲ 

市民活動支
援課 

●市民協働推進
事業 

（仮称）協働のまちづくり推進条例の
策定を進めるとともに、地域の活性化
や課題解決に主体的に取組む（仮称）
まちづくり協議会の組織化や人材の
育成などを通じて、市民参画と協働の
まちづくりを推進します。 

（仮称）協働の
まちづくり推進
条例案の検討
モデル地区で
の（仮称）まち
づくり協議会組
織化支援 
まちづくり講座
の開催 
市民活動情報
サイトの運用 
協働事業提案
制度の実施 

（仮称）協働の
まちづくり推進
条例案の制定
（仮称）まちづく
り協議会組織
化支援 
まちづくり講座
の開催 
市民活動情報
サイトの運用 
協働事業提案
制度の実施 

（仮称）協働の
まちづくり推進
条例施行 
（仮称）まちづく
り協議会活動
支援 
まちづくり講座
の開催 
市民活動情報
サイトの運用 
協働事業提案
制度の実施 

市民活動支
援課 

 
 
 

(2)市民参加によるまちづくりの推進 ①市民活動の支援　

市 民 活 動 (1)コミュニティ活動の推進 ①コミュニティ活動への支援

②集会所等施設の整備への助成

③自治会加入促進
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事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●わがまちのよ
うすがわかる予
算説明会[再掲] 

市政に関する情報を市民と共有化す
るため、市政の現状や主要施策、予
算等についての説明会を開催し、市
民との対話を大切にした市民参画と
市民協働によるまちづくりを一層推進
します。 

説明会の開催
動画の配信 
実施方法の検
討 

説明会の開催
動画の配信 
実施方法の検
討 

説明会の開催 
動画の配信 
実施方法の検
討 

秘書広報課
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２．消費生活 

【施策体系】 

 

 

【施策の方向性】 

（１）消費者利益の保護 

 複雑化・多様化する消費生活相談に対応するため、消費者問題に関する情報の収集に努め、相談体制

の充実や関係機関との連携の強化を図ることにより、消費者保護施策を推進します。 

 

（２）消費者意識の啓発 

 賢い消費者の育成に主眼をおいた消費者教室の開催により、頻発する消費者問題や安心・安全な消費

生活について市民が直接学ぶ機会を提供します。また、消費者問題に関する情報の提供等を通して、消

費者が自ら的確な判断を行うことができる意識の啓発と知識の普及を図ります。 

 

 
【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

消費生活相談・
啓発事業 

消費者の利益を保護するため、相談
業務を実施するとともに、消費者教室
や消費生活相談員による出前講座を
開催します。 

消費生活相談
の実施 
消費者教室の
開催 
消費生活相談
員出前講座の
開催 

消費生活相談
の実施 
消費者教室の
開催 
消費生活相談
員出前講座の
開催 

消費生活相談
の実施 
消費者教室の
開催 
消費生活相談
員出前講座の
開催 

商工観光課 

 

消 費 生 活 ①消費生活相談の充実

①消費者教室等の充実

(1)消費者利益の保護

(2)消費者意識の啓発
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３．男女共同参画社会 

【施策体系】 

 

 

【施策の方向性】 

（１）男女共同参画の意識づくり 

 フォーラムやセミナーの開催等による啓発活動のほか、他分野における啓発活動の機会や学校教育・

生涯学習といった活動の場など、あらゆる場と機会を通して「男女共同参画の意識づくり」を促進しま

す。 

 

（２）男女共同参画の環境づくり 

 職場や家庭での固定的性別役割分担意識を見直し、男女が仕事と家事・育児等を分かち合い、互いに

尊重し合いながら活動できる環境を築くため、「働きやすい環境づくりと家庭での共同参画づくり」を推

進します。 

 また、女性リーダーを養成し、その能力を十分に発揮することのできる環境づくりを進めるとともに、

家庭や地域などが連携して、男女ともに様々な場での参画に向け「あらゆる場での共同参画づくり」を

推進します。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

男女共同参画推
進事業 

男女が平等に互いを認め合い意識を
高めるため、講演会等の啓発活動を
行い、男女共同参画の意識づくりを
推進します。 
また、市民意識調査などの結果を踏
まえて次期男女共同参画計画を策定
します。 

啓発活動の実
施 
セミナー開催 
情報誌の発行

第４次男女共
同参画計画策
定のためのア
ンケート調査 
啓発活動の実
施 
セミナー開催 
情報誌の発行

第４次男女共
同参画計画策
定 
啓発活動の実
施 
セミナー開催 
情報誌の発行 

市民活動支
援課 

 

男女共同参画社会

②心豊かな暮らしを支えるまちづくり

①男女共同参画の意識づくり

①職場、地域、家庭での

　 共同参画を進める社会づくり

(1)男女共同参画の意識づくり

(2)男女共同参画の環境づくり
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４．情報化 

【施策体系】 

 

 

【施策の方向性】 

（１）地域情報化の推進 

 情報通信技術を活用して、地域からの情報発信や官民協働による安全で暮らしやすい地域づくりに取

り組みます。 

 

（２）行政情報化の推進 

行政手続のオンライン化を推進し、一連の手続きをオンラインで完結できるよう取り組むとともに、

住民の視点に立った官民連携のオンラインサービスの実現に向けた取り組みを行います。 

また、情報通信技術の活用による業務の最適化を推進するとともに、一層の運営経費縮減や効率的・

効果的な情報システムへの見直しを図ります。 

 

（３）情報化に係る人材の育成 

 地域や行政の情報化を推進するため、情報担当部門と業務担当部門の双方において、高度情報化に対

応できる人材の育成に計画的に取り組みます。また、官民協働による地域情報化を推進し、市民への情

報提供、市民との情報共有を図るとともに、学校教育や生涯学習の場などを通して情報化教育を推進し、

地域における情報リテラシーの向上を図ります。 

 

（４）情報セキュリティの構築 

 高度情報化に対応するため、情報を取り扱う管理体制の整備や教育・研修の実施により職員の意識向

上を図り、個人情報の適正な取扱いをより一層徹底します。また、情報セキュリティ対策の実効性確保・

レベルアップを目指して、情報セキュリティポリシーの見直しや定期的な情報セキュリティ監査を行い

ます。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

基幹システム管
理事業 

安定した住民サービスを提供するた
め、現行基幹システムの運営を行うと
ともに、平成３１年１月をもってリース
期間満了となることから、次期基幹シ
ステムの検討を進めます。 

システム運営 
次期システム
の検討 

システム運営 
次期システム
の方針決定 

システム運営 
次期システム
の導入 

行政管理課 

住民票等のコン
ビニ交付 
【新規】 

市民の利便性向上と窓口の混雑緩
和のため、個人番号カードによるコン
ビニエンスストアでの住民票や印鑑
登録証明の交付について、平成31年
度からの導入を目指します。 

個人番号カー
ド取得のＰＲ 
コンビニ交付に
係る情報収集

導入方針決定
コンビニ交付シ
ステム構築 

市民課 

  

情 報 化

①情報化に対応した教育の推進

(1)地域情報化の推進

(2)行政情報化の推進

(3)情報化に係る人材の育成

②情報通信技術の活用による業務の最適化

①行政手続オンライン化の推進

①地域情報基盤の整備促進

①情報セキュリティ対策の徹底(4)情報セキュリティの構築
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事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

図書館電子情報
サービス推進事
業 
［再掲］ 

情報化社会に対応した図書館サービ
スの充実を図るため、図書館電算シ
ステムの管理運営を行います。また、
ホームページの定期的な更新によ
り、図書館から情報発信を行います。

システム運営 
ホームページ
更新 
メールマガジン
発行 

システム運営 
ホームページ
更新 
メールマガジン
発行 

システム運営 
ホームページ
更新 
メールマガジン
発行 

中央図書館 

情報セキュリティ
対策事業 

マイナンバー制度の開始など新たな
行政サービスが拡大する中で、各地
方自治体に求められている情報セキ
ュリティに対応するための取組を引き
続き行います。 

セキュリティ研
修の実施 
内部監査の実
施 
内部監査員の
育成 
セキュリティポ
リシーの見直し

セキュリティ研
修の実施 
内部監査の実
施 
内部監査員の
育成 
セキュリティポ
リシーの見直し

セキュリティ研
修の実施 
内部監査の実
施 
内部監査員の
育成 
セキュリティポ
リシーの見直し 

行政管理課 
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５．国際化 

【施策体系】 

 

 

【施策の方向性】 

（１）国際化に対応したまちづくりの推進 

 外国語によるガイドブック作成や案内標識の整備など、在住外国人の暮らしに必要な情報提供の充実

を図ります。また、国際交流ボランティア等による行政情報をはじめとした情報提供サービスの推進を

図るとともに、在住外国人のニーズに対応した相談サービスの充実に取り組みます。 

 

（２）国際交流活動の推進 

 国際感覚の豊かな人材を育成するため、市民のニーズを反映した交流事業を検討します。また、在住

外国人との地域における交流の促進を目指して、ふれあいの場と機会の提供に取り組みます。 

 

（３）国際化推進体制の整備 

 市民レベルでの国際交流が積極的に展開されることを目指して、関係団体の活動に対する支援に取り

組みます。また、市民や団体が容易に参加できる国際交流のネットワークづくりを推進するため、袖ケ

浦市国際交流協会の育成に努めます。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

国際化推進事業 
多様な価値観が共生できるまちづくり
を進めるため、国際交流を推進する
団体の活動を支援します。 

国際交流団体
への活動支援
市民レベルで
の国際交流活
動を支援 

国際交流団体
への活動支援
市民レベルで
の国際交流活
動を支援 

国際交流団体
への活動支援 
市民レベルで
の国際交流活
動を支援 

市民活動支
援課 

 

(1)国際化に対応したまちづくりの推進国 際 化 ①情報提供･相談機能の拡充

①姉妹都市等との交流(2)国際交流活動の推進

②地域における国際交流の促進

①国際交流ネットワークづくり

②国際交流団体等の育成

(3)国際化推進体制の整備
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６．人権 

【施策体系】 

 

 

【施策の方向性】 

（１）人権教育・啓発の総合的な推進 

 差別のない明るい社会の実現を目指して、関係行政機関等がそれぞれの役割を踏まえながら横断的な

ネットワークを構築することによって、人権教育や啓発活動、人権相談など総合的な施策の推進を図り

ます。 

 また、障がい者や高齢者に対する権利擁護の促進及びバリアのない社会づくりの推進を目指して、ノ

ーマライゼーションの思想の普及を促進します。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

人権擁護事業 

人権についての理解を深め、意識の
高揚を図るため、人権擁護委員が学
校と連携して小中学生を対象に人権
教育を行います。また、人権に関する
諸問題の解決を図るための相談体制
を整えます。 

人権啓発事業
及び人権教育
の実施 

人権啓発事業
及び人権教育
の実施 

人権啓発事業
及び人権教育
の実施 

市民活動支
援課 

 

(1)人権教育･啓発の総合的な推進人 権 ①人権教育

②人権啓発



第１章 市民参加で進める住みやすいまちづくり 

29 
 

２節 暮らしを支援する生活インフラの拡充 
１．公共交通 

【施策体系】 

 

 

【施策の方向性】 

（１）鉄道・バス輸送の充実 

 袖ケ浦駅については、袖ケ浦駅海側土地区画整理事業の進捗に合わせた改修に向けてＪＲとの協議を

推進するとともに、既に改修を終了した長浦駅も含め、更なる利便性向上を図ります。また、久留里線

については利用促進に向けた啓発を行うとともに、横田駅のバリアフリー化等の施設改善や利便性の向

上について、ＪＲへの要望を行います。 

 バス輸送については、路線バスの利用者ニーズに応じた効率的な運行方法や路線維持のための支援策

を検討します。 

また、高速バスについては、利便性をさらに向上させるため検討を進めるとともに袖ケ浦バスターミ

ナルの機能向上を図ります。 

 

（２）市内公共交通の充実 

 地域における必要最小限の生活交通手段の確保に向けて、利用者、地域住民、事業者、ＮＰＯ等の多

種多様な団体と連携しながら、効率的で持続可能な地域公共交通システムの導入を図ります。 
 
 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

利用者ニーズに
応じた地域公共
交通づくり事業 

地域住民の交通利便性を確保するた
め、既存バス路線の運行を維持する
ための補助金交付等を行います。ま
た、今後の人口状況を踏まえた市内
公共交通に関する調査を行い今後の
交通体系について検討します。 
交通空白地域のおける交通弱者の移
動手段について、地域住民・ＮＰＯ等
が主体となった取組みに対して支援
します。 

バス路線維持
にかかる補助
金交付 
利用促進のPR
事業者との協
議 
公共交通ガイド
マップの作成 
バス路線の見
直し検討 
交通空白地域
対策 

バス路線維持
にかかる補助
金交付 
利用促進のPR
事業者との協
議 
地域公共交通
網形成計画作
成 
バス路線の見
直し検討 
交通空白地域
対策 

バス路線維持
にかかる補助
金交付 
利用促進のPR 
事業者との協
議 
地域公共交通
網形成計画作
成 
バス路線見直
し検討 
交通空白地域
対策 

企画課 

●高速路線バス
利便性向上事業 

高速バスの競争力強化に向けた更な
る利便性向上を図るため、新規路線
の開設要望、袖ケ浦バスターミルに
おける物販の検討、増便要望など
様々な取組みを実施します。 

利用促進ＰＲ 
利便性向上に
向けた検討・取
組み 

利用促進ＰＲ 
利便性向上に
向けた検討・取
組み 

利用促進ＰＲ 
利便性向上に
向けた検討・取
組み 

企画課 

 

  

公 共 交 通 ①鉄道・路線バス･高速バス等の利便性向上

①公共交通システムの導入

(1)鉄道・バス輸送の充実

(2)市内公共交通の充実
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２．墓地・火葬場 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）墓地公園の整備等 

 需要に応じ安定して墓地を供給するため、墓地公園等の整備に取り組みます。 

 

（２）火葬場の整備等 

 定住環境の整備を図るため、火葬場建設について多角的な検討を行い、具体化を目指します。 

また、火葬場が整備されるまでの間、引き続き火葬費の助成を行い、市民の負担軽減を図ります。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●火葬場整備事
業 

定住環境の充実を図るため、火葬場
の整備に取り組みます。 

共同整備の協
議推進 

共同整備の協

議推進 
共同整備の協

議推進 
環境管理課

 

  

(1)墓地公園の整備等

(2)火葬場の整備等 ①火葬場の整備

②火葬費の助成

墓 地 ・ 火 葬 場 ①墓地の増設

②墓地公園の維持管理
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第２章 防犯・防災 ～災害、事故、犯罪をなくす安全性の高いまちづくり～ 
１節 防災・危機管理体制の強化 
１．防災・国民保護 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）災害に強い体制づくり 

 地域防災計画に定める防災体制の確立を目指して、実施体制づくりや避難所運営等のマニュアルの整

備に取り組みます。 

また、災害時に防災拠点となる庁舎については、新庁舎の耐震補強設計の結果を基に、引続き新庁舎

の長寿命化並びに旧庁舎建替えの基本設計を実施し、災害に対応した庁舎整備を進めます。 

 さらに、市民へ正確な情報を迅速かつ的確に周知する必要があることから、防災行政無線等の適正な

維持管理を引き続き実施します。 

 一方、大規模災害時には行政の対応にも限界があることから、市民の自助、共助意識の高揚を図るた

め、地域における防災活動のリーダーとなる人材を育成し既存の自主防災組織の活性化を図るとともに、

組織の新規結成を促進し、地域防災力の強化に取り組みます。また、平時から各機関相互及び住民との

緊密な協力体制を確立する必要があることから、防災行動力の向上及び防災意識の高揚を図るため、よ

り実践的な防災訓練を実施します。 

 

 

（２）災害応急・復旧対策 

 自治会や自主防災組織、関係団体等と連携して、災害時要援護者の避難支援対策を推進します。また、

備蓄物資や防災資機材の充足を引き続き行うとともに、民間事業者等と災害時応援協定を締結するなど

流通備蓄を考慮し、備蓄・調達体制の拡充を図ります。 

さらに、避難所運営など防災ボランティアを有効活用するため、市外からのボランティア参加に備え

て、受入体制や役割分担などの整備を図ります。 

大規模災害時などで、市単独では対応が難しい分野については、広域的な応援体制も含めた災害時応

援協定の締結を促進し、人材や救援物資等の受入体制の整備を図ります。 

また、大規模災害時は帰宅困難者も広範囲にわたり発生するため、帰宅困難時の行動原則の周知徹底

を図るとともに、国や県、他市町村等関係機関と連携して各種施策の推進を図ります。 

 災害復旧にあたっては、国や県の各種支援制度を十分活用し、関係機関との連携協力を通して、迅速

かつ効率的な復旧が図れるよう取り組みます。 

 

③急傾斜地の整備

(3)災害予防対策

④災害時応援協定の推進

⑤関係機関との連携強化

①河川の整備

②雨水幹線の整備

③防災意識の普及啓発

④自主防災組織の体制強化

②応急物資等の確保

③防災ボランティアへの対応

防災・国民保護

(4)国民保護対策 ①武力攻撃等有事に対する啓発と対策

⑤防災訓練の実施

(1)災害に強い体制づくり

(2)災害応急・復旧対策 ①災害時要援護者対策の整備

①防災拠点の整備

②情報連絡体制の確保
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（３）災害予防対策 

 河川の氾濫や浸水等の解消を目指して、計画的に準用河川等の整備に取り組むとともに、県が所管す

る二級河川の早期整備を要望します。 

また、急傾斜地崩壊対策を推進するとともに、県が所管する箇所については早期整備を要望します。 

 

（４）国民保護対策 

 武力攻撃事態等を想定した国民保護の啓発及び対策を推進するため、市による対策が必要な項目につ

いて、国や県との連携を図りながら体制整備に取り組みます。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

庁舎整備事業 

耐震補強工事と併せて実施すること
とした既存新庁舎の大規模改修工事
を含めた庁舎整備全体の基本設計を
実施し、総事業費の把握と本市庁舎
の整備に適した整備手法を選定しま
す。 
また、事業に必要な経費に充てるた
め、庁舎整備基金を創設し積立しま
す。 

基本設計 
庁舎整備基金
の創設及び積
立て 

基本設計 
整備手法・スケ
ジュール検討 
基金積立て 

整備手法・スケ
ジュール検討 
基金積立て 

管財契約課 

●震災対策自主
防災組織整備事
業 

地域において「共助」の中核をなす自
主防災組織の結成を促進するととも
に、自主防災組織への資機材の貸与
や防災訓練を実施し、地域防災力の
向上を図ります。 

組織結成の促
進 
防災資機材の
貸与・更新 
防災訓練指導
の実施 
リーダー研修
会の開催 

組織結成の促
進 
防災資機材の
貸与・更新 
防災訓練指導
の実施 
リーダー研修
会の開催 

組織結成の促
進 
防災資機材の
貸与・更新 
防災訓練指導
の実施 
リーダー研修
会の開催 

危機管理課 

●防災訓練の実
施 

大規模災害に備え、市及び関係機関
が連携し、地域住民と一体となった実
践的な防災訓練を実施し、防災体制
の強化及び防災意識の向上を図りま
す。 

地区別防災訓
練の実施 
自主防災組
織、消防団、災
害対策コーディ
ネーターの連
携による研修
会・訓練の実施

総合防災訓練
の実施 
自主防災組織、
消防団、災害対
策コーディネー
ターの連携によ
る研修会・訓練
の実施 

地区別防災訓
練の実施 
自主防災組織、
消防団、災害対
策コーディネー
ターの連携によ
る研修会・訓練
の実施 

危機管理課 

防災行政無線
（固定系）デジタ
ル化事業 
【新規】 

平成３４年１１月をもって、本市が使用
する防災行政無線が電波法に基づ
く、スプリアス規格に非適合となること
に伴い、アナログ波の防災行政無線
をデジタル波に更新します。 

調査・検討 調査・検討 基本設計 危機管理課 
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事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●災害対策コー
ディネーター養
成事業 
【新規】 

地域防災における「共助」への取組み
支援の一環として、防災ボランティア
のリーダーとなる人材の養成を行い、
地域防災力の向上を図ります。 

養成講座の開
催 
スキルアップ講
座の受講推進
自主防災組織、
消防団、災害対
策コーディネー
ターの連携によ
る研修会の実
施 

養成講座の開
催 
スキルアップ講
座の受講推進
自主防災組織、
消防団、災害対
策コーディネー
ターの連携によ
る研修会の実
施 

養成講座の開
催 
スキルアップ講
座の受講推進 
自主防災組織、
消防団、災害対
策コーディネー
ターの連携によ
る研修会の実
施 

危機管理課 

●小中学校吊天 
井等耐震対策事
業［再掲］ 

大規模地震に対する児童生徒の安全
を確保するため、武道場等の非構造
部材の改修工事を行います。 

長浦中学校 
武道場 

平川中学校 
武道場 

蔵波中学校 
武道場 

教育総務課 

●社会教育施設
吊天井等耐震対
策事業［再掲］ 
【新規】 

大規模地震に対する来館者の安全を
確保するため、ホールの非構造部材
の改修工事を行います。 

根形公民館 
多目的ホール
市民会館大ホ
ール実施設計
委託 

市民会館大ホ
ール 

平川公民館富
岡分館多目的
ホール 

教育総務課 

震災対策備蓄品 
管理事業 

有事に最低限必要な食料や飲料水
等の備蓄や防災資機材等の適正な
管理に努め、計画的な更新と充足を
行います。また、新たな資機材とし
て、福祉避難所に指定した公共施設
へポータブルガス発電機を導入しま
す。 

非常用食糧等
の更新 
防災資機材購
入 

非常用食糧等
の更新 
防災資機材購
入 

非常用食糧等
の更新 
防災資機材購
入 

危機管理課 

災害時要援護者
避難支援対策 

災害時に自力又は家族の支援だけで
は避難が困難な方を対象として、安
否確認や避難支援などの支援体制
の充実を図ります。 

制度の運用 
要援護者名簿
の更新 
区等自治会等
への名簿提供
安否確認訓練
福祉避難所開
設・運営訓練 

制度の運用 
要援護者名簿
の更新 
区等自治会等
への名簿提供
安否確認訓練
福祉避難所開
設・運営訓練 

制度の運用 
要援護者名簿
の更新 
区等自治会等
への名簿提供 
安否確認訓練 
福祉避難所開
設・運営訓練 

危機管理課 

奈良輪第一排水
区雨水対策整備
事業（第一雨水
幹線） 

河川の氾濫や逸水による低地帯の浸
水等による被害を解消するため、奈
良輪第１雨水幹線の整備を行いま
す。 

奈良輪第一雨
水幹線工事 
橋梁整備 
付帯工事 

  下水対策課 
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２節 安全で安心できる生活の実現 
１．防犯・交通安全 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）防犯体制の充実 

 市民の防犯意識の高揚や自主防犯組織の設立促進のＰＲに努めるとともに、市民、行政、警察が一体

となり地域ぐるみで防犯活動を推進します。 

 また、街頭防犯カメラの設置及び防犯灯の適正な管理により犯罪の未然防止に取り組みます。 

 警察署等の設置については、県に要望をしていきます。 

 

（２）交通安全の推進 

 交通安全に対する市民意識の高揚を目指して、幼児から高齢者まで一貫した交通安全教育を実施し、

特に高齢者への指導について充実を図ります。また、関係団体への支援や交通災害共済への加入促進を

継続して行います。 

歩行者等の安全確保と景観形成のため、放置自転車のさらなる減少を目指して、定期的な巡回指導と

撤去作業を継続するとともに、市民への啓発活動に取り組みます。 

 交通安全施設として、危険箇所等への道路照明や道路反射鏡、道路標識などの整備を推進するととも

に、信号機や横断歩道などの設置、修繕について警察への要望を行います。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●防犯対策運営
事業 

市民が安全で安心して暮らせる地域
社会を実現するため、防犯指導員や
自主防犯パトロール隊の活動を支援
するとともに、市内全域を対象（犯罪
多発地区を重点）とした犯罪多発時
間帯における市民生活安全パトロー
ルを実施します。また、犯罪抑止のた
め街頭防犯カメラの設置を行います。

街頭防犯カメラ
の設置 
自主防犯パト
ロール隊等の
育成と支援 
防犯パトロール
啓発活動 
広報紙、犯罪
発生地図の発
行 

街頭防犯カメラ
の設置 
自主防犯パト
ロール隊等の
育成と支援 
防犯パトロール
啓発活動 
広報紙、犯罪
発生地図の発
行 

街頭防犯カメラ
の設置 
自主防犯パト
ロール隊等の
育成と支援 
防犯パトロール
啓発活動 
広報紙、犯罪
発生地図の発
行 

市民活動支
援課 

防犯灯設置管理
事業 

市民の安全・安心を図る防犯対策の
充実を図るため、防犯灯の適正な管
理を行います。 

防犯灯の修繕
ＬＥＤ灯への随
時交換 

防犯灯の修繕
ＬＥＤ灯への随
時交換 

防犯灯の修繕 
ＬＥＤ灯への随
時交換 

市民活動支
援課 

●交通安全対策
事業 

交通安全意識の向上を図るため、交
通安全指導や広報・啓発活動、街頭
監視活動等を行うとともに、関係団体
の活動を支援します。 

交通安全指導、
講習会の実施
啓発活動の実
施（啓発看板
の設置） 
交通安全団体
の活動支援 
交通災害共済
の加入促進 
第 10 次交通安
全計画の策定

交通安全指導、
講習会の実施
啓発活動の実
施 
交通安全団体
の活動支援 
交通災害共済
の加入促進 

交通安全指導、
講習会の実施 
啓発活動の実
施 
交通安全団体
の活動支援 
交通災害共済
の加入促進 

市民活動支
援課 

(1)防犯体制の充実

(2)交通安全の推進 ①交通安全活動等の推進

②交通安全施設等の整備

①防犯活動の推進

②防犯施設の整備

防犯・交通安全
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事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

警察署設置要望
事業 

市民生活の安全を守るため、市内へ
の警察署設置をはじめとする警察機
能の充実を県等に要望します。 

要望活動等の
実施 

要望活動等の
実施 

要望活動等の
実施 

市民活動支
援課 
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３節 緊急時の迅速な対応の実現 
１．消防・救急・救助 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）消防体制の充実 

 消防体制の見直し及び消防分団組織の見直しなど、消防力の充実・強化に向けた検討を進めるととも

に、消防水利の適正配置や消防車両及び、消防資機材の計画的な整備・更新等を実施するほか、消防団

詰所の計画的な整備・耐震化に取り組みます。 

 消防団活動については、女性消防団員を含む団員の確保を促進し、さらに消防団を核として自治会・

自主防災組織など地域の様々な団体との連携強化を図り、地域コミュニティの活力を活かした安心・安

全に取り組みます。 

また、市民の防火意識の高揚を図るとともに、住宅火災による犠牲者を出さないよう、住宅用火災警

報器の普及啓発及び設置を促進します。さらに、危険物施設における事故による市民の不安を解消する

ため、立入り検査及び事故原因調査制度を有効に活用して、火災や漏洩事故の軽減を図り、保安、安全

管理の強化に取り組みます。  

 

（２）救急・救助体制の充実 

救急車の運用を全て救急救命士で行えるようにするため、資格者の養成と有資格者の採用を推進する

とともに、救急・救助に要する資機材の整備を図ります。 

 また、救急需要が増加している中で、真に急を要する傷病者への迅速な対応を可能にするため、救急

車の適正利用を呼びかけるとともに、消防機関と医療機関の連携による救急救命体制の強化を図ります。

さらに、救命率の向上を図るため、市民に対する救急講習の充実を図り、応急手当の実施を推進しま

す。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

火災予防啓発事
業 

市民に対し、防火思想の普及を図り、
安全を確保するため、火災予防思想
啓発活動を実施します。また、危険物
を取り扱う市内の事業所に対し、保安
管理の徹底を指導し、危険物災害の
減少を図ります。 

住宅用火災警
報器普及啓発
住宅用火災警
報器取付補助
（高齢者対象）
火災予防運動
の実施 
一人暮らしの
高齢者宅防火
診断 
防火訓練の指
導等の実施 
立入検査の実
施、危険物施
設規制 

住宅用火災警
報器普及啓発
住宅用火災警
報器取付補助
（高齢者対象）
火災予防運動
の実施 
一人暮らしの
高齢者宅防火
診断 
防火訓練の指
導等の実施 
立入検査の実
施、危険物施
設規制 

住宅用火災警
報器普及啓発 
住宅用火災警
報器取付補助
（高齢者対象） 
火災予防運動
の実施 
一人暮らしの
高齢者宅防火
診断 
防火訓練の指
導等の実施 
立入検査の実
施、危険物施
設規制 

消防本部 
予防課 

②資機材の整備

(1)消防体制の充実

(2)救急・救助体制の充実

②常備消防の充実

③非常備消防の充実

④消防水利の確保

①救急活動の高度化

消防・救急・救助 ①火災予防の推進
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事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●消防力の充
実・強化 

公共施設のあり方検討を踏まえた消
防体制の見直し及び消防分団組織の
見直しなど消防力の充実・強化に向
けた検討を進めます。 

機能分担と車
両・人員の見
直し 
消防団の充実
強化 

機能分担と車
両・人員の見
直し 
消防団の充実
強化 

機能分担と車
両・人員の見
直し 
消防団の充実
強化 

消防本部総
務課 

●常備車両更新
事業 

災害時における即応体制を確保する
ため、常備車両を計画的に更新し、
都市化する災害や石油コンビナート
災害への万全な対応を図ります。 

大型高所放水
車１台更新  

高規格救急車
１台更新 

ポンプ自動車 
１台更新 

消防本部総
務課 

●非常備車両更
新事業 
【実計新規】 

災害時における即応体制を確保し、
幅広い災害に対応できるよう、多様な
装備を積載した非常備車両へ順次更
新し、地域防災力の向上と、地域住
民の安心・安全確保に努めます。 

  
小型動力ポン
プ付積載車２
台更新 

消防本部総
務課 

●消防団詰所建
設事業 

災害時の即応体制を図るため、地域
に密着した活動を行う消防団の活動
拠点である消防団詰所を計画的に建
替えします。 

 
詰所建設工事
第１９分団 

 
消防本部総
務課 
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第３章 保健・医療・福祉 ～すこやかに暮らせるふれあいと支えあいのまちづくり～ 
１節 人を大切にする社会の実現 
１．地域福祉 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）地域福祉の推進  

地区社会福祉協議会の活動を支援し、ボランティアやボランティアリーダーの育成・支援とネットワ

ークの構築に取り組みます。また、民生委員・児童委員の人材確保と活動支援を強化し、福祉団体等と

の連携を促進することで、地域における相談機能の充実を図ります。さらに、誰もが住み慣れた家庭や

地域社会で、その人らしい安心で充実した暮らしが送れるように、地域社会との連帯意識の高揚を図り

ながら、きめ細かな福祉施策を展開し、地域社会が一体となった地域ぐるみ福祉活動に取り組みます。 

 

（２）福祉環境の整備 

誰もが住みよい生活環境を目指して、高齢者や障がい者などに配慮したバリアフリーの道路や公共施

設等の整備に取り組みます。 

また、自立して生活できるまちづくりを目指して、高齢者等の居宅におけるバリアフリー化促進のた

め、住宅整備資金貸付制度が有効に活用されるよう検討を行います。 

さらに、安全で安心して暮らせるまちづくりを目指して、災害時要援護者の避難対策や緊急通報シス

テムの設置を推進します。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●地区社会福祉
協議会活動支援
事業【実計新規】 

地域福祉推進の基盤づくりを進める
ため、地区社会福祉協議会の活動に
対して補助金を交付し支援を行いま
す。 

地区社会福祉
協議会に補助
金を交付し、各
地区の実情に
合わせた活動
を支援 

地区社会福祉
協議会に補助
金を交付し、各
地区の実情に
合わせた活動
を支援 

地区社会福祉
協議会に補助
金を交付し、各
地区の実情に
合わせた活動
を支援 

地域福祉課 

●身近な交流の
場づくり推進事
業 

高齢者や障がい者、子育て中の親子
等が地域社会において安心で安全に
いきいきと住み続けられるよう、世代
間交流、地域交流の拠点となる場の
整備を社会福祉協議会の事業として
行います。 

未開設地区の
整備に向けた
支援 

開設地区の充
実と更なる整
備に向けた支
援 

開設地区の充
実と更なる整
備に向けた支
援 

地域福祉課 

●ボランティアセ
ンター運営事業 

社会福祉協議会のボランティアセンタ
ーを拠点とした地域ぐるみ福祉活動
を支援するため、ボランティアの育成
や活動等に対し補助金を交付し、活
動団体を支援します。 

ボランティア活
動を通じた地
域福祉活動へ
の支援 

ボランティア活
動を通じた地
域福祉活動へ
の支援 

ボランティア活
動を通じた地
域福祉活動へ
の支援 

地域福祉課 

 
 
 

地 域 福 祉 ①地域ぐるみ福祉ネットワークの充実

②社会福祉協議会、民生委員・児童委員などとの連携の強化充実

(1)地域福祉の推進

(2)福祉環境の整備

③ボランティアの育成及び活動の支援

①自立して生活できるまちづくりの推進

②安全で安心して暮らせるまちづくりの推進
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事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●緊急通報シス
テム設置・管理
事業 

ひとり暮らしの高齢者等の日常生活
の不安を解消するため、緊急通報シ
ステムを設置することにより、非常時・
緊急時の迅速な通報体制を確保しま
す。 

システムの保
守管理 
新規設置 

システムの保
守管理 
新規設置 

システムの保
守管理 
新規設置 

高齢者支援課

●世代間支え合
い家族支援事業 
[再掲] 

親、子、孫等が同居または近隣に居
住し、お互い支え合いながら生活する
多世代同居等を促進し、高齢者の孤
立を防ぐとともに、家族の絆の再生を
図るため、住宅の購入、新築、増改
築等の費用の一部を助成します。 

補助金交付 
制度の見直し
検討 

補助金交付 
制度の見直し

補助金交付 高齢者支援課

●学習支援事業 
[再掲]【新規】 

貧困の連鎖を防止するため、生活困
窮者世帯の子どもに対する学習支援
や保護者への進学助言を、社会福祉
法人、ＮＰＯ法人等に事業を委託し実
施します。 

事業の検討・
方針決定 

事業開始 事業実施 地域福祉課 
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２節 生活を支えあう仕組みづくり 
１．保険 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）国保財政運営の健全化 

 年々増加する医療費の抑制を図るため、糖尿病などの生活習慣病の予防・改善に視点を置いた特定健

康診査・特定保健指導を軸として、他の保健事業とも連携を図りながら効率的・効果的な疾病予防活動

に取り組みます。また、国民健康保険の健全財政を確保するため、国民健康保険税の収納率向上と診療

報酬明細書の点検調査、ジェネリック医薬品の普及促進等を通して医療費の適正化に取り組みます。 

 国民健康保険制度の安定した運営を図るため、国保財政基盤の拡充・強化などについて、国・県等に

要望します。 

 

（２）介護保険制度の充実 

 持続可能な介護保険制度を確立するため、増加する保険給付費への対応や介護保険サービスの効率

化・適正化を図り、介護予防と在宅介護を重視した事業計画等の策定により制度の健全な運営に努めま

す。 

また、介護保険制度における介護サービスの着実な実施のために、介護予防事業の充実、地域包括支

援センターの充実、地域密着型サービスの推進に取り組みます。 

 

（３）国保・介護の広報、保健事業の充実 

 特定健康診査や特定保健指導の情報提供に加え、市民の健康意識の高揚を目指して、主体的に健康づ

くりに取り組む意識を育むよう保健・衛生・介護の各部門が協力し啓発活動を行います。また、医療費

の健全化へ導くため、生活習慣病の発症を抑え、重症化や合併症を予防するとともに、市民生活の質の

向上をめざし、保健事業の充実を図ります。 

 介護保険についても、制度内容や手続き等に関して、窓口や広報紙、ホームページなどによる情報の

提供に努めます。 

 

 

②実施体制の整備

③介護保険事業計画等の策定

④サービス基盤の確立

①広報活動の推進(3)国保・介護の広報、保健事業の推進

②保健事業の充実

保 険 ①制度改善の要請(1)国保財政運営の健全化

②収納率の向上

③医療費の適正化

①介護保険財政の確立(2)介護保険制度の充実
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【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

医療費適正化事
業 

医療費の抑制及び診療報酬支払い
の適正化を図るため、医療費通知、
レセプト点検、後発医薬品の普及活
動を実施し、医療費適正化対策を進
めます。 

医療費通知 
レセプト点検 
差額通知、後
発医薬品の普
及活動の実施

医療費通知 
レセプト点検 
差額通知、後
発医薬品の普
及活動の実施

医療費通知 
レセプト点検 
差額通知、後
発医薬品の普
及活動の実施 

保険年金課 

●介護予防・日
常生活支援総合
事業 
【新規】 

多様な介護予防・生活支援サービス
を実施するため、住民主体の地域の
支え合い体制を推進し、要支援者等
に対する効果的かつ効率的な支援を
実施します。 

住民主体の介
護予防・日常
生活支援サー
ビスの拡充 
生活支援体制
整備のための
協議体の設置
介護予防ケア
マネジメントの
実施 

住民主体の介
護予防・日常
生活支援サー
ビスの拡充 
生活支援体制
整備のための
協議体の推進
介護予防ケア
マネジメントの
実施 

住民主体の介
護予防・日常
生活支援サー
ビスの拡充 
生活支援体制
整備のための
協議体の推進 
介護予防ケア
マネジメントの
実施 

高齢者支援
課 

●在宅医療・介
護連携推進事業 
【新規】 

医療と介護の両方を必要とする高齢
者が、住み慣れた地域で自分らしく暮
らせるよう、地域における医療、介護
の関係機関が連携して、包括的かつ
継続的な在宅医療、介護の体制を構
築します。 

医療、介護関
係者の研修会
開催 
情報共有方法
の検討 

医療、介護連
携相談窓口の
設置検討 
医療、介護関
係者の研修会
開催 
市民への普及
啓発 
情報共有方法
の検討・実施 

医療、介護連
携相談窓口の
設置 
医療、介護関
係者の研修会
開催 
市民への普及
啓発 

高齢者支援
課 

介護保険施設等
整備事業 
【実計新規】 

要介護認定者等が住み慣れた地域
で暮らし続けることができるよう、民間
事業者による広域型介護老人福祉施
設等の整備を支援し、介護サービス
基盤の整備を図ります。 

広域型介護老
人福祉施設整
備・運営事業
者の決定 

広域型介護老
人福祉施設の
整備 

広域型介護老
人福祉施設の
整備、開所 
介護老人福祉
施設整備費補
助金の交付 

高齢者支援
課 

特定健康診査等
事業・特定保健
指導等事業 

生活習慣病の予防・改善と医療費の
適正化を推進するため、４０歳から
７４歳までの国民健康保険被保険者
を対象とした特定健康診査や特定保
健指導を実施します。 

特定健康診査、
特定保健指導
の実施 
健康マイレージ
制度の実施 

特定健康診査、
特定保健指導
の実施 
健康マイレージ
制度の実施 

特定健康診査、
特定保健指導 
の実施 
健康マイレージ
制度の実施 

保険年金課 
健康推進課 
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２．ひとり親、低所得者福祉 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）生活基盤と相談体制の充実 

母子家庭等の子どもと親が安心して暮らせる生活基盤づくりを支援するため、児童扶養手当の支給や

医療費助成を引き続き行います。また、民生委員、児童委員及び主任児童委員等による相談体制を強化

します。さらに、母子家庭等の親がより安定・有利な職業に就けるよう、就業に関する相談を行うとと

もに、就職に有利な講座の受講者には給付金を支給するなど、自立のための支援を行います。 

低所得者福祉については、健康で文化的な最低限度の生活保障を目指して生活保護制度を適切に運用

し、生活基盤の安定と自立の促進を図るとともに、ケースワーカーによる訪問指導や民生委員による相

談・援護体制などの充実を図ります。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

ひとり親家庭等
医療費助成事業 

ひとり親家庭を支援するため、18歳以
下の児童を養育するひとり親家庭の
父母等及びその児童に対し、医療費
を助成します。 

助成金交付 助成金交付 助成金交付 
子育て支援
課 

●学習支援事業 
【新規】 

貧困の連鎖を防止するため、生活困
窮者世帯の子どもに対する学習支援
や保護者への進学助言を、社会福祉
法人、ＮＰＯ法人等に事業を委託し実
施します。 

事業の検討・
方針決定 

事業開始 事業実施 地域福祉課

 

ひ と り 親 、
低所得者福祉

①相談･援護体制の充実

②自立の促進

(1)生活基盤と相談体制の充実
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３．児童福祉 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）保育サービスの充実 

 子どもを取り巻く社会環境の変化に的確に対応するため、家庭や地域、事業者、行政が連携を図り、

多様化する保育ニーズを把握しながら次世代育成支援行動計画に基づき保育サービスの充実を図りま

す。また、子どもが安全で、安心できる保育環境を確保するため、保育所施設の整備、改修等を計画的

に実施するとともに、民間保育所における保育サービスの充実や施設整備、改修等を支援します。 

就労等により親が昼間不在の家庭について、放課後に児童が安全に過ごすことができ、健全育成が図

られるよう引き続き取り組みます。 
 
（２）児童の健全育成の推進 

 子育て世帯の負担軽減を図るため、引き続き子ども医療費の助成を行うとともに、子育て情報の提供

や子育て相談などを充実して支援体制の強化を図ります。 

また、子どもを安心して産み、育てる喜びを実感でき、次世代を担う子どもたちが心身共に健やかに

成長する環境を形成するため、子育てを地域社会で支援する意識醸成に取り組みます。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●幼保連携推進
事業 
【新規】 

待機児童の解消を図るとともに、特定
教育・保育の需要に対する市民の多
様なニーズに応えるため、幼保連携
の検討を行います。 

幼保連携の検
討 

幼保連携の検
討 

幼保連携の検
討 

子育て支援
課 
学校教育課

●放課後児童ク
ラブ支援事業 

昼間保護者が家庭にいない児童(小
学生)に、放課後の適切な遊び場や生
活の場を提供するため、放課後児童
クラブの運営と民設放課後児童クラブ
への助成を行います。 

指定管理者に
よる運営 
（3 クラブ） 
補助金交付 
１施設増設 
（１１クラブ） 

指定管理者に
よる運営 
（3 クラブ） 
補助金交付 
（１１クラブ） 

指定管理者に
よる運営 
（3 クラブ） 
補助金交付 
（１１クラブ） 

子育て支援
課 

 
  

②社会で支える意識の醸成

③子育て情報提供の充実（※再掲4－(1)－1-(2)）

④乳幼児、子ども医療費の助成

③民間保育所への支援

④放課後児童の健全育成

①相談支援体制の充実（※再掲4－(1)－1-(2)）(2)児童の健全育成の推進

児 童 福 祉 ①乳幼児保育の充実

②保育所の整備

(1)保育サービスの充実
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事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●地域子育て支
援拠点事業 

子育て支援センターを運営する私立
保育園への助成を行います。 

地域子育て支
援拠点の運営
（私立３箇所） 
補助金交付 

地域子育て支
援拠点の運営
（私立３箇所）
補助金交付 

地域子育て支
援拠点の運営
（私立３箇所） 
補助金交付 
平川地区1ヵ所
設置検討 

保育課 

●多様なニーズ
に応じた保育サ
ービス事業 

就労形態の多様化に対応するため、
就学前児童の一時預かり、延長保
育、休日保育、病後児保育等の子ど
も・子育て支援事業を行います。ま
た、更なる延長保育、病児保育の実
施に向けた検討を行います。 

一時預かり、延
長保育、休日保
育、病後児保育
の実施 
病児保育に係る
事例調査     

一時預かり、延
長保育、休日保
育、病後児保育
の実施 
病児保育の実
施方法検討   

一時預かり、延 
長保育、休日保
育、病後児保育
の実施 
病児保育の実 
施に向けた調 
整         

保育課 

●保育所入所待
ち児童支援事業 

保育所への入所申請をしたものの入
所待機となった児童が一時保育や認
可外保育所を利用した際にその費用
の一部について助成を行います。 

補助金交付 補助金交付 
補助金交付 
事業見直し 

保育課 

●子育て世代包
括支援事業 
【新規】 

妊娠期から子育て期にわたるまでの
母子保健や育児に関する不安の解消
を図るとともに、教育・保育施設や地
域の子育て支援事業を円滑に利用で
きるよう、専門職員等がきめ細やかに
相談支援を行います。 

実施方法の検
討 

事業開始 事業実施 
子育て支援
課 
健康推進課

●産前産後ヘル
パー派遣事業 
【新規】 

家族等から十分な家事・育児などの
援助が受けられない母親が安心して
子育てできるよう、産前産後において
有償のヘルパーサービスを提供しま
す。 

制度設計 
事業実施に向
けた準備 

事業開始 事業実施 
子育て支援
課 

子ども医療費助
成事業 

子育て支援の一環として、中学生ま
での保健対策及び医療費負担の軽
減を図るため、入院、通院及び調剤
に係る医療費を助成します。 

助成金交付 助成金交付 助成金交付 
子育て支援
課 

●子育て情報発
信事業 
【実計新規】 

子どもの誕生時から子育てに役立つ
制度や関連施策をわかりやすく提供
するため、子育て支援ガイドブック及
び子育てマップの配布、子育てポータ
ルサイト等により子育て情報を発信し
ます。 

子育てポータル
サイト運営 
ちば MyStyle 
Diary による情
報発信 

子育てポータ
ルサイト運営 
ちば MyStyle 
Diary による情
報発信 
子育てガイドブ
ック・子育てマ
ップ作成 

子育てポータ
ルサイト運営 
ちば MyStyle 
Diary による情 
報発信 

子育て支援
課 

●ファミリーサポ
ートセンター事業 

子育て環境の向上を図るため、育児
等の援助を希望する方と援助を行い
たい方がそれぞれ会員となり助け合
うファミリーサポートセンターを運営し
ます。 

ファミリーサポ
ートセンターの
運営 
会員の募集 
研修会の実施
会員交流会の
実施 

ファミリーサポ
ートセンターの
運営 
会員の募集 
研修会の実施
会員交流会の
実施 

ファミリーサポ
ートセンターの
運営 
会員の募集 
研修会の実施 
会員交流会の
実施 

子育て支援
課 
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事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●地域子育て家
庭交流事業 

就学前の子どもと親の交流・育児相
談の場、子育て支援に関わる市民協
働の活動拠点等多様な機能を持たせ
た「そでがうらこども館」を運営しま
す。 

事業推進      
他関係機関と
の連携 

事業推進 
他関係機関と
の連携 

事業推進      
他関係機関と 
の連携 

保育課 

●世代間支え合
い家族支援事業 
[再掲] 

親、子、孫等が同居または近隣に居
住し、お互い支え合いながら生活する
多世代同居等を促進し、高齢者の孤
立を防ぐとともに、家族の絆の再生を
図るため、住宅の購入、新築、増改築
等の費用の一部を助成します。 

補助金交付 
制度の見直し
検討 

補助金交付 
制度の見直し

補助金交付 
高齢者支援
課 
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４．障がい者福祉 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）生活支援の充実 

 障害者福祉基本計画に基づいて、障がい者の生活支援を図るため、福祉や健康、教育、就労、まちづ

くりなど、各種の施策を各分野と連携しながら推進します。また、サービスの安定供給を目的に策定す

る障がい福祉計画により、障がい者が能力と適正に応じ自立した生活が送れるようサービスの提供に努

めます。 

 さらに、障がい者が安心してサービスを受け、自立した生活を続けていくことができるよう総合的に

相談を行える体制の強化を図ります。 

 

（２）地域生活支援・社会参加の促進 

 住みなれた地域や社会での自立した社会参加を促進するため、障がい者の移動や就労対策、地域にお

ける相談支援体制の強化など施策の充実に取り組みます。また、社会参加を通して生きがいや日常生活

の充実が図られるよう交流の機会や活動の場の整備に努めます。 

 

（３）障がい者にやさしい福祉のまちづくりの推進 

 各種施設・道路等の整備改善を図り、バリアフリーに基づいた基盤整備を推進するとともに、併せて

ノーマライゼーションの思想普及を促進し、心のバリアフリーを目指して、障がい者にやさしいまちづ

くりを推進します。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●相談支援事業 

障がい者等やその介護者、障がい児
の保護者を支援するため、情報の提
供及び助言などを行います。また、
在宅障がい児等は、早期診断、適切
な治療や訓練を行い障がいの軽減
や基本的な生活能力の向上を図りま
す。 

障害者相談支
援事業の実施
発達障害児等
療育支援事業
の実施 

障害者相談支
援事業の実施
発達障害児等
療育支援事業
の実施 

障害者相談支
援事業の実施 
発達障害児等
療育支援事業
の実施 

障がい者支
援課 

●コミュニケーシ
ョン支援事業 

聴覚・言語・音声機能等の障害によ
り、意思疎通に支障がある障がい者
の日常生活や社会参加を支援する
ため、手話通訳者の派遣や要約筆
記者の派遣、手話通訳者の設置を行
います。 

手話通訳者の
設置 
手話通訳者及
び要約筆記奉
仕員の派遣 

手話通訳者の
設置 
手話通訳者及
び要約筆記奉
仕員の派遣 

手話通訳者の
設置 
手話通訳者及
び要約筆記奉
仕員の派遣 

障がい者支
援課 

●重度心身障が
い者福祉タクシ
ー事業 

在宅の重度心身障がい者（児）の社
会参加促進のため、福祉タクシー利
用料金の一部を助成します。 

福祉タクシー利
用料の助成 

福祉タクシー利
用料の助成 

福祉タクシー利
用料の助成 

障がい者支
援課 

③交流機会の充実

①バリアフリーの社会基盤整備

②ノーマライゼーションの浸透

(1)生活支援の充実

(2)地域生活支援・社会参加の促進

②施設福祉の充実

③相談体制の充実

①移動サービスの充実

②就労の促進

障 害 者 福 祉 ①在宅支援サービスの充実

(3)障害者にやさしい福祉のまちづくりの推進障がい者にやさしい福祉のまちづくりの推進

障がい者福祉 
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５．高齢者福祉 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）在宅生活支援の充実 

高齢者が住みなれた地域で在宅生活を継続できるようサポートするため、各種事業の充実を図ります。

また、既存の在宅福祉サービスの総点検を行い、事業の見直しや廃止などによる効率化を図るとともに、

需要や緊急性を見極めて新規事業の構築を行うことで、高齢者やその家族のニーズに的確に対応する在

宅福祉サービスの提供に取り組みます。 

 介護保険制度における介護予防重視への転換に対応するため、介護予防の推進に有効な事業に取り組

みます。 

 

（２）尊厳ある暮らしの支援 

 認知症になっても安心して暮らせる地域づくりを進めるため、認知症に対する正しい理解の普及啓発

に努めるとともに、相談体制や関係機関とのネットワーク整備に取り組みます。また、高齢者虐待事案

に適切かつ迅速に対応するため、相談体制や関係機関との連携強化を促進します。 

 

（３）社会参加と生きがい対策の充実 

 シニアクラブに対する補助を継続して実施することで、社会奉仕や趣味・文化、健康づくりなど活動

の活性化と高齢者の交流、生きがいづくりを促進します。 

また、シルバー人材センターの運営を支援し機能の充実を図ることで、高齢者の生きがいづくりや就

業機会の提供に努めます。 

 さらに、元気な高齢者が、ボランティアやＮＰＯ等、地域に根ざした活動により生きがいを持てるよ

うに、高齢者が自立して社会参加できる環境づくりを推進します。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●介護予防・日常
生活支援総合事
業［再掲］【新規】 

多様な介護予防・生活支援サービス
を実施するため、住民主体の地域の
支え合い体制を推進し、要支援者等
に対する効果的かつ効率的な支援を
実施します。 

住民主体の介
護予防・日常
生活支援サー
ビスの拡充 
生活支援体制
整備のための
協議体の設置
介護予防ケア
マネジメントの
実施 

住民主体の介
護予防・日常
生活支援サー
ビスの拡充 
生活支援体制
整備のための
協議体の推進
介護予防ケア
マネジメントの
実施 

住民主体の介
護予防・日常
生活支援サー
ビスの拡充 
生活支援体制
整備のための
協議体の推進 
介護予防ケア
マネジメントの
実施 

高齢者支援
課 

 

 

 

 

 

(2)尊厳ある暮らしの支援

(3)社会参加と生きがい対策の充実

高 齢 者 福 祉 (1)在宅生活支援の充実

②高齢者虐待対策の推進

①生きがい対策の推進

①在宅福祉サービスの充実

①認知症対策の推進

②シルバー人材センター運営支援

③社会活動、地域交流等の促進　
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事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●在宅医療・介護
連携推進事業［再
掲］【新規】 

医療と介護の両方を必要とする高齢
者が、住み慣れた地域で自分らしく暮
らせるよう、地域における医療、介護
の関係機関が連携して、包括的かつ
継続的な在宅医療、介護の体制を構
築します。 

医療、介護関
係者の研修会
開催 
情報共有方法
の検討 

医療、介護連
携相談窓口の
設置検討 
医療、介護関
係者の研修会
開催 
市民への普及
啓発 
情報共有方法
の検討・実施 

医療、介護連
携相談窓口の
設置 
医療、介護関
係者の研修会
開催 
市民への普及
啓発 

高齢者支援
課 

●高齢者紙おむ
つ等支給事業 

要介護高齢者及びその介護者の負
担軽減を図るため、要介護認定を受
けている在宅高齢者を対象に、紙お
むつなどを支給します。 

紙おむつ等の
支給 

紙おむつ等の
支給 

紙おむつ等の
支給 

高齢者支援
課 

●認知症施策推
進事業 

認知症初期段階で医療と介護の連携
のもと、本人及び家族に適切な支援
を行う、認知症初期集中支援チーム
の活動、認知症家族への支援、認知
症支援者の育成、医療・介護との連
携などにより、認知症の方やその家
族が安心して生活できる地域づくりを
進めます。 

認知症初期集
中支援チーム
による支援 
認知症家族の
つどいの開催
認知症サポー
ター養成講座
の開催 

認知症初期集
中支援チーム
による支援 
認知症家族の
つどいの開催
認知症サポー
ター養成講座
の開催 

認知症初期集
中支援チーム
による支援 
認知症家族の
つどいの開催 
認知症サポー
ター養成講座
の開催 

高齢者支援
課 

シルバー人材セ
ンター育成事業 

高齢者の経験と技能を生かした就労
の場を確保するため、シルバー人材
センターの運営を支援して運営の安
定化を図り、高齢者の生きがいづくり
や社会参加を促進します。 

運営支援 
会員数、就業
率の拡充に向
けた改善、見
直し 

運営支援 
会員数、就業
率の拡充に向
けた改善、見
直し 

運営支援 
会員数、就業
率の拡充に向
けた改善、見
直し 

高齢者支援
課 

●世代間支え合
い家族支援事業 

親、子、孫等が同居または近隣に居
住し、お互い支え合いながら生活する
多世代同居等を促進し、高齢者の孤
立を防ぐとともに、家族の絆の再生を
図るため、住宅の購入、新築、増改
築等の費用の一部を助成します。 

補助金交付 
制度の見直し
検討 

補助金交付 
制度の見直し

補助金交付 
高齢者支援
課 
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３節 健康と安心を支える施策の推進 
１．保健・医療 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）健康づくりの推進 

市民の健康づくりに対する理解や意識を高めるため、ホームページや広報紙を通して、健康に関する

有用で正確な情報の提供に取り組みます。 
また、市民の自主的な健康づくり活動をソフト・ハードの両面から支援するため、健康づくり支援セ

ンターにおける拠点機能の維持・向上を図るとともに、公民館等や保健・医療、福祉機関等と連携し、

健康意識の向上を図ります。 
 
（２）予防・疾病対策の推進 

母子保健について、出産前後の母親の健康や胎児・乳幼児の健やかな発育に資するため、妊婦や乳幼

児の健康診査・相談を継続して実施します。 
また、感染症対策として、予防接種の確実な実施を促進し、未接種者の接種勧奨に取り組むとともに、

新型インフルエンザなどの感染症に対して、状況の変化に速やかに対応できるよう関係機関と継続的に

協議・連携を図ります。 
生活習慣病を予防するため、若年期健康診査と保健指導の充実によって意識啓発と定期的な受診を促

進し、併せて特定健康診査受診後の指導についても国民健康保険部門と連携を図ります。また、がんの

早期発見を目指して、がん検診受診率の向上に取り組みます。 
市民の日常的な健康管理意識の向上や健康不安の解消に応えるために、各種健（検）診・健康教育、

相談を継続実施して、国民健康保険部門や関係機関との連携を図りながら、指導の充実に取り組みます。

 

（３）医療体制の強化 

多様化する市民の医療ニーズに的確に応えるため、地域医療の中核病院である君津中央病院を中心と

した診療機能の強化や地域医療連携の構築に取り組みます。また、君津中央病院や看護学校に関連する

保健衛生上必要な事業の実施について、構成四市にて一層の充実に取り組みます。 

また、君津中央病院を中心とした地域の医療体制の充実に努めるとともに、休日・夜間等の救急医療 

体制の維持のため、地域救急医療協議会等を活用し、医師会との連携を図ります。 

 

  

①在宅当番医体制の充実

②夜間救急医療体制の充実

保 健 ・ 医 療 ①健康に関する知識の普及啓発

③地域医療の連携強化の推進

(1)健康づくりの推進

(2)予防・疾病対策の推進

(3)医療体制の強化

②成人保健対策の推進

③感染症対策の充実

②地域保健活動の推進

③健康づくり活動の支援

①母子保健対策の推進
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【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

健康づくり支援
センター管理事
業 

市民の自主的な健康づくり活動を支
援するため、健康づくり支援センター
を拠点に各種運動教室や健康相談を
行います。また、施設の安定した稼動
を確保するため、適切な維持管理を
行います。 

指定管理者に
よる管理運営
各種運動教室
の開催 
健康相談等の
実施 
施設適正化・
長寿命化計画
策定 

指定管理者に
よる管理運営
各種運動教室
の開催 
健康相談等の
実施 

指定管理者に
よる管理運営 
各種運動教室
の実施 
健康相談等の
実施 

健康推進課 

●特定不妊治療
費助成事業 
【実計新規】 

不妊治療に関する市民の関心を深め
るとともに、実施者の負担軽減を図る
ため、特定不妊治療費助成の上限額
を引き上げるとともに、男性不妊検査
費の助成を開始します。 

男性不妊検査
費補助 
特定不妊治療
費助成 

男性不妊検査
費補助 
特定不妊治療
費助成 

男性不妊検査
費補助 
特定不妊治療
費助成 

健康推進課 

がん検診事業 

各種がんに対する健康意識の高揚を
図り、がんを早期発見するため、各部
位におけるがん検診を実施します。
（胃・乳・肺・子宮・大腸） 

検診の実施 
受診の啓発・
促進 
健康マイレージ
事業との連携

検診の実施 
受診の啓発・
促進 
健康マイレージ
事業との連携

検診の実施 
受診の啓発・
促進 
健康マイレージ
事業との連携 

健康推進課 

●在宅当番医事
業 

休日・祝祭日等に急病人が適切な医
療を速やかに受けられるよう、医科・
歯科について在宅当番医を委託しま
す。 

在宅当番医の
委託 

在宅当番医の
委託 

在宅当番医の
委託 

健康推進課 

●夜間救急診療
事業 

夜間に急病人が適切な医療を速やか
に受けられるよう、夜間救急診療所・
待機施設を 4市で共同運営します。

負担金支出 負担金支出 負担金支出 健康推進課 

●子育て世代包
括支援事業 
[再掲] 
【新規】 

妊娠期から子育て期にわたるまでの
母子保健や育児に関する不安の解
消を図るとともに、教育・保育施設や
地域の子育て支援事業を円滑に利用
できるよう、専門職員等がきめ細やか
に相談支援を行います。 

実施方法の検
討 

事業開始 事業実施 
子育て支援
課 
健康推進課 
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第４章 学校教育・生涯学習 ～豊かな人間性を育む文化の薫るまちづくり～ 
１節 新しい時代を担う人材の育成 
１．幼児教育 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）生きる力の基礎を培う幼稚園づくり 

幼児期における教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培うものであることから、小学校教育との連

続性を考慮するとともに、家庭・地域との連携を図りながら、「生きる力の基礎」の育成に努めます。 

また、今日的な課題に対応できる資質を高めるため、幼稚園教諭の研修を充実させます。 

 

（２）子育て支援体制の整備 

次世代を担う子どもたちが、心身共に健やかに成長していくためには、子どもたちの望ましい成長を

支える環境の整備が重要です。 

そのためにも、子どもを安心して産み、育てる喜びを実感できるような子育て支援体制を整備すると

ともに、子育てに関する情報提供の充実に努めます。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

教職員研修・教
育活動普及事業 

研修事業において、教職員の授業改
善や今日的な課題解決能力の向上
を図るとともに、教育活動普及事業に
おいて、顕彰及び優秀作品を目にす
ることにより児童生徒の学習意欲向
上を図ります。 

研修講座の企
画運営 
コンクール等の
実施 
教育情報の提
供 
教材等の普及・
奨励、活用促進

研修講座の企
画運営 
コンクール等の
実施 
教育情報の提
供 
教材等の普及・
奨励、活用促進

研修講座の企
画運営 
コンクール等の
実施 
教育情報の提
供 
教材等の普及・
奨励、活用促進

総合教育セン
ター 

●幼保連携推進
事業［再掲］【新
規】 

待機児童の解消を図るとともに、特定
教育・保育の需要に対する市民の多
様なニーズに応えるため、幼保連携
の検討を行います。 

幼保連携の検
討 

幼保連携の検
討 

幼保連携の検
討 

子育て支援
課 
学校教育課 

●子育て情報発
信事業 
［再掲］【新規】 

子どもの誕生時から子育てに役立つ
制度や関連施策をわかりやすく提供
するため、子育て支援ガイドブック及
び子育てマップの配布、子育てポータ
ルサイト等により子育て情報を発信し
ます。 

子育てポータ
ルサイト運営 
ちば MyStyle 
Diary による情
報発信 

子育てポータ
ルサイト運営 
ちば MyStyle 
Diary による情
報発信 
子育てガイドブ
ック・子育てマ
ップ作成 

子育てポータ
ルサイト運営 
ちば MyStyle 
Diary による情 
報発信 

子育て支援
課 

 
 
 

(1)生きる力の基礎を培う幼稚園づくり

(2)子育て支援体制の整備

②教職員の研修の充実

①相談支援体制の充実（※再掲3－(2)－3－(2)）

②子育て情報提供の充実（※再掲3－(2)－3－(2)）

幼 児 教 育 ①学習環境の整備
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事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●ファミリーサポ
ートセンター事業 
[再掲] 

子育て環境の向上を図るため、育児
等の援助を希望する方と援助を行い
たい方がそれぞれ会員となり助け合
うファミリーサポートセンターを運営し
ます。 

ファミリーサポ
ートセンターの
運営 
会員の募集 
研修会の実施
会員交流会の
実施 

ファミリーサポ
ートセンターの
運営 
会員の募集 
研修会の実施
会員交流会の
実施 

ファミリーサポ
ートセンターの
運営 
会員の募集 
研修会の実施 
会員交流会の
実施 

子育て支援
課 

●地域子育て家
庭交流事業［再
掲］ 

就学前の子どもと親の交流・育児相
談の場、子育て支援に関わる市民協
働の活動拠点等多様な機能を持たせ
た「そでがうらこども館」を運営しま
す。 

事業推進      
他関係機関と
の連携    

事業推進 
他関係機関と
の連携    

事業推進      
他関係機関と 
の連携    

保育課 
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２．義務教育 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）生きる力を育む学校教育の推進 

 「確かな学力」の定着を図るため、知識・技能を着実に習得させ、それらを活用して課題を解決して

いくような授業改善の推進や少人数指導に取り組みます。 

また、他者、社会、自然・環境の中での様々な体験活動を通して、自己と向き合い、他者に共感する

ことや、社会の一員であることを実感する中で、思いやりの心や規範意識を育みます。 

さらに、子どもたちの学びの基礎となる基本的生活習慣を確立させるとともに、食に関する指導の充

実や体力の向上に努めます。 

加えて、保護者・地域と連携しながら、「開かれた学校づくり」を推進するとともに、様々な評価を実

施しその公表に努め、信頼される学校づくりを目指します。 

 

（２）社会の変化に対応する学校教育の推進 

今日、求められている生涯学習の理念をもとに、保護者・地域と連携した教育環境の整備や教職員の

資質の向上に努めます。 

また、都市化、少子化、高度情報化、国際化などが急速に進むことが予想されることから、社会の変

化に対応した学校教育を推進します。 

さらに、新しい時代を生き抜く児童生徒を育成するため、今日的な課題を踏まえた教育の実現に努め、

子ども達の思考力・判断力・表現力の育成に取り組みます。 

 

（３）学校施設の整備 

子どもたちが安全で安心して学ぶことができる教育環境づくりのため、学校施設の吊天井等の非構造

部材の耐震化対策や老朽化した排水設備等の改修、トイレの洋式化等の学校環境の改善等について整備

を推進します。 

また、施設の整備にあたっては、学校教育のためだけではなく、生涯学習の進展や地域に開かれた学

校を推進していく受け皿として機能を発揮できるよう取り組んでいきます。 

 

 

(1)生きる力を育む学校教育の推進

(2)社会の変化に対応する学校教育の推進

(3)学校施設の整備

③思考中心の学力の育成

①学校施設の耐震化等の整備の充実

③基本的生活習慣の確立と体力の向上

④開かれた学校教育の推進

①教育環境の整備と教職員の研修の充実

②社会変化に対応できる児童生徒の育成

②豊かな心を育む体験活動の推進

義 務 教 育 ①確かな学力に向けた授業改善の推進
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【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●小中学校特別
支援教員活用事
業 

さまざまな発達障がい者及びその傾
向のある児童･生徒に対して、学力や
社会性及び基本的な生活習慣の定
着を図るため、特別支援教員を各小
中学校に配置し、学習・生活上の指
導・支援を行います。 

特別支援教員
の配置 

特別支援教員
の配置 

特別支援教員
の配置 

学校教育課 

小学校スクール
カウンセラー活
用事業 

生徒指導の充実や児童の問題行動
等の予防・改善を図るため、スクール
カウンセラーを各小学校に配置し、児
童･生徒、保護者、教職員に対して専
門的見地から相談や助言を行いま
す。 

スクールカウン
セラーの配置 

スクールカウン
セラーの配置 

スクールカウン
セラーの配置 

学校教育課 

小中学校体験活
動推進事業 

様々な体験活動を通して、自己と向き
合い、他者に共感することや社会の
一員であることを実感する中で、思い
やりの心や規範意識を育みます。 

自然体験学習
の実施 
新たな実施方
針の検討 

新たな方針に
よる自然体験
学習の実施 

新たな方針に
よる自然体験
学習の実施 

学校教育課 

小中学校基礎学
力向上支援教員
配置事業 

子ども一人ひとりの個性に応じたきめ
細かな少人数指導等を行う中で基礎
学力の向上を図るため、市独自に採
用する基礎学力向上支援教員を各小
中学校 １２校へ配置し、個々に対応
した指導を行います。 

基礎学力向上
支援教員の配
置 

基礎学力向上
支援教員の配
置 

基礎学力向上
支援教員の配
置 

学校教育課 

子どもを育む、
学校・家庭・地域
連携事業 

学校、家庭・地域が連携しながら子ど
もを育むため、地域ぐるみで学校を支
援する体制作りを進めるとともに、児
童・生徒の規範意識の向上を図りま
す。 

「子育ての提
言」のチラシ、
リーフレット作
成 
学校支援ボラ
ンテ ィアの育
成・活用 
紙芝居版道徳
副読本の作成

「がうらっ子」の
心得、「子育て
の提言」の活
用 
学校支援ボラ
ンテ ィアの育
成・活用 
袖ケ浦市道徳
副読本の活用

「がうらっ子」の
心得のポスタ
ー作成 
学校支援ボラ
ンテ ィアの育
成・活用 
 
袖ケ浦市道徳
副読本の活用 

学校教育課 

小中学校情報教
育推進事業 

児童･生徒の情報活用能力の育成を
図るため、コンピュータやネットワーク
機器・視聴覚機器等の整備など学習
環境の整備を行い、情報教育を推進
します。 

情報教育機器
の整備 
情報教育の推
進 
情報教育推進
リーダーの育
成 

情報教育機器の

整備 

学習内容と情報

機器の活用に 

ついての検討 

情報教育機器
の整備 
情報教育活用
推進計画の策
定 

学校教育課 

●小中学校読書
教育推進事業 

児童・生徒の豊かな心を育み、自ら学
ぶ児童・生徒を育成するため、読書
指導員を各小中学校に配置するとと
もに、学校図書館の読書・学習情報
センター機能を高め、読書教育を推
進します。 

蔵書の充実 
読書指導員の
配置 
図書物流シス
テムの運用 
読書教育の推
進 

蔵書の充実 
読書指導員の
配置 
図書物流シス
テムの運用 
読書教育の推
進 

蔵書の充実 
読書指導員の
配置 
図書物流シス
テムの運用 
読書教育の推
進 

学校教育課 
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事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

ウグイスネット管
理事業 

市内小中学校、幼稚園、学校給食セ
ンター、図書館、博物館、教育委員会
が安定的にインターネットに接続し、
ホームページの閲覧、教材の貸出、
データベースの検索等のサービスが
享受できるようにネットワークの管理
を行います。 

システム運営 
ネットワークの
管理 
ホームページ
の活用 
教材貸出シス
テムの運用 
ＩＣＴ機器の充
実 

システム運営 
ネットワークの
管理 
ホームページ
の活用 
教材貸出シス
テムの運用 
ＩＣＴ機器の充
実 

システム運営 
ネットワークの
管理 
ホームページ
の活用 
教材貸出シス
テムの運用 
ＩＣＴ機器の充
実 

総合教育セン
ター 

教育支援教室運
営事業 

不登校の児童・生徒の学校復帰を支
援するため、教育支援教室「のぞみ
学級」を運営します。 

教育支援教室
（のぞみ学級）
の運営 
担任、親の会 
開催 
訪問相談 

教育支援教室
（のぞみ学級）
の運営 
担任、親の会 
開催 
訪問相談 

教育支援教室 
（のぞみ学級） 
の運営 
担任、親の会 
開催 
訪問相談 

総合教育セン
ター 

国際理解教育推
進事業 

国際化の進展に主体的に対応し、国
際社会で活躍する人材を育成するた
め、公立幼稚園、小中学校に外国語
指導助手を配置し、体験的英語学習
や国際交流体験活動を行います。 

外国語指導助
手の派遣 
国際交流体験
活動支援 
英語活動コー
ディネーターの
派遣 
小学校教科化
に向けての環
境整備 

外国語指導助
手の派遣 
国際交流体験
活動支援 
英語活動コー
ディネーターの
派遣 
小学校教科化
に向けての環
境整備 

外国語指導助
手の派遣 
国際交流体験
活動支援 
英語活動コー
ディネーターの
派遣 
小学校教科化
に向けての環
境整備 

総合教育セン
ター 

学校図書館支援
センター運営事
業 

学校図書館を読書・学習情報センタ
ーとして有効に機能させるため、各学
校図書館の支援を行います。また、
幼稚園の読書活動の支援も行いま
す。 

専門スタッフの
配置 
読書教育全般
への支援 
図書物流等の
ネットワークの
コーディネート

専門スタッフの
配置 
読書教育全般
への支援 
図書物流等の
ネットワークの
コーディネート

専門スタッフの
配置 
読書教育全般
への支援 
図書物流等の
ネットワークの
コーディネート 

総合教育セン

ター 

教育相談事業 

不登校・いじめ等教育に関わる相談
に対応し、支援するため、学校、家
庭、関係機関との連携を密にした教
育相談活動を行います。 

教育相談の実
施 

教育相談の実
施 

教育相談の実
施 

総合教育セン

ター 

児童・生徒指導
センター運営事
業 

児童・生徒の安全を確保するため、
警察等の関係機関と連携しながら、
パトロールや不審者対応訓練等の安
全対策を行います。また、児童・生徒
の問題行動への対応に関する業務を
行います。 

安全マップの
作成と活用 
パトロールの実
施 
不審者対応訓
練の実施等 
関係機関との
連絡調整連携

安全マップの
作成と活用 
パトロールの実
施 
不審者対応訓
練の実施等 
関係機関との
連絡調整連携

安全マップの
作成と活用 
パトロールの実
施 
不審者対応訓
練の実施等 
関係機関との
連絡調整連携 

総合教育セン

ター 

●小中学校吊天
井等耐震対策事
業 

大規模地震に対する児童生徒の安
全を確保するため、武道場等の非構
造部材の改修工事を行います。 

長浦中学校 
武道場 

平川中学校 
武道場 

蔵波中学校 
武道場 

教育総務課 
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事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

昭和中学校校
舎外壁屋根改
修事業 
【新規】 

生徒の安全を確保するとともに、安心
して学ぶことができる教育環境を確保
するため、老朽化した校舎の外壁及び
屋根の改修工事を行います。 

実施設計 
南側 
校舎改修工事

北側 
校舎改修工事 

教育総務課 

●学校環境整
備事業 
【新規】 

衛生的で良好な教育環境を整備する
ため、老朽化した排水設備等の更新、
トイレ洋式化の改修工事を行います。
また、普通教室への冷房設備の整備
について検討を行います。 

蔵波小学校（西
側・北側） 
奈良輪小学校

蔵波小学校（東
側） 
昭 和 小 学 校
（Ａ・Ｄ棟） 
平岡小学校（旧
校舎西側） 
冷房設備の整
備に係る基本
設計 

昭和小学校（Ｅ
棟） 
平川中学校（東
側） 

教育総務課 
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３．青少年健全育成 
【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）青少年健全育成の推進 

各種団体及び関係機関が青少年に関する様々な情報を共有し、それぞれの特色を活かし、相互に連携

しながら地域全体で青少年健全育成に取り組む体制の充実を図るとともに、子どもが安心して過ごすこ

とができる社会環境づくりを促進します。 

また、青少年の自主性、主体性を育むために、青少年関係事業に当事者である青少年自身が積極的に

参画できる機会の提供と内容の充実を図ります。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

放課後子ども教
室事業 

放課後に子どもが安心して過すこと
ができるよう居場所づくりを行い、地
域住民との交流活動や体験活動の
機会を促進・提供します。 

放課後子ども
教室の運営 
参加児童のマ
ナー向上 
長浦小学校で
の運営自立に
向けた支援 

放課後子ども
教室の運営 
運営ボランティ
ア組織の充実
長浦小学校で
の運営自立 

放課後子ども
教室の運営 
運営ボランティ
ア組織の充実 
活動内容の検
討 

生涯学習課 

わんぱくクエスト
事業 

年齢の異なる男女別の班により決め
られたルールの中で、行程を踏破す
るわんぱくクエストの開催を通じて、
袖ケ浦市を担う次世代の人材育成を
推進します。 

事業実施 
事業支援ボラ
ンティアの育成

事業実施 
事業支援ボラ
ンティアの育成

事業実施 
事業支援ボラ
ンティアの育成 

生涯学習課 

(1)青少年健全育成の推進

③健全な社会環境づくりの推進

青少年健全育成 ①青少年健全育成体制の充実

②青少年健全育成事業の推進
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２節 豊かな生涯学習社会の実現 
１．生涯学習 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）生涯学習推進体制の整備 

学習の成果を生かせる生涯学習社会の実現のため、行政と市民の連携・協力のもとに、市民の生涯学

習活動を支援するネットワークの整備・充実に取り組みます。 

また、多様化・高度化する市民の学習ニーズに応えるため、生涯学習情報の収集・提供や相談窓口を

充実するとともに、生涯学習ボランティアや関係団体と連携し、市民の生涯学習活動を支援します。  

 

（２）社会教育の充実 

公民館をはじめとした社会教育機関での学習内容を充実させ、継続した学習活動を地域のまちづくり

活動に発展させていくための仕組みづくりに取り組むとともに、市民の学習ニーズに対応できる施設・

機能の整備充実に努めます。 

また、家庭での教育力向上を支援するため、子育てに関する学習の機会を充実させるとともに、地域

の子育て経験者や関係団体と連携し、地域全体で子どもを育てる環境づくりに取り組みます。 

図書館では、身近で親しみのある図書館運営に努めるとともに、より利便性の高い電子情報の発信や、

高齢化社会に対応した図書館サービスや事業の充実、学校図書館との連携強化、乳幼児期からの発達段

階に応じた読書活動の推進に取り組みます。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●生涯学習ボラ
ンティア促進事
業 

市民のさまざまな学習ニーズに対応
し、学習成果を地域に還元する機会
を拡充するため、生涯学習ボランティ
アの体系化と養成講座の整理・充実
を図り、ボランティアによる学級・講座
の運営など市民の主体的な活動を促
進します。 

社会教育推進
員養成講座の
開催 
社会教育推進
員研修会の開
催 
保育ボランティ
ア養成講座の
開催 
ユースボランテ
ィア交流会の
開催 

社会教育推進
員養成講座の
開催 
社会教育推進
員研修会の開
催 
保育ボランティ
ア養成講座の
開催 
ユースボランテ
ィア交流会の
開催 

社会教育推進
員養成講座の
開催 
社会教育推進
員研修会の開
催 
保育ボランティ
ア養成講座の
開催 
ユースボランテ
ィア交流会の
開催 

生涯学習課 

 

 

 

 

 

(1)生涯学習推進体制の整備

(2)社会教育の充実

②地域の教育力の向上

③公民館活動の充実

④図書館活動の充実

⑤社会教育施設の整備充実

②生涯学習ボランティアの養成と活動の促進

③生涯学習情報の収集と提供システムの充実

④社会教育関係団体活動への支援

①家庭教育への支援

生 涯 学 習 ①生涯学習ネットワークの整備充実
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事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

家庭教育総合推
進事業 

家庭教育のあり方や方策について検
討する、家庭教育推進協議会に関係
課を加え、家庭教育支援の連携につ
いて検討を行います。 
また、各公民館で開催する家庭教育
学級で、家庭教育力の向上を支援し
ます。 

家庭教育推進
協議会の開催
家庭教育学級
の開催 
親業訓練入門
講座の開催 

家庭教育推進
協議会の開催
家庭教育学級
の開催 
親業訓練入門
講座の開催 

家庭教育推進
協議会の開催 
家庭教育学級
の開催 
親業訓練入門
講座の開催 

生涯学習課 

●市民三学大学
講座 

自己啓発に取り組む市民の学習活動
を促進するため、社会教育機関の講
座と連携しながら、各分野の著名人
を迎えて、市民三学大学講座を開催
します。 

生涯学習推進
に関わる各団
体と連携した講
座の開催 

生涯学習推進
に関わる各団
体と連携した講
座の開催 

生涯学習推進
に関わる各団
体と連携した講
座の開催 

生涯学習課 

●公民館地域連
携推進事業 
【新規】 

各地区の拠点施設である公民館が持
つ学習機能、交流機能と地域の連
携・協働機能を総合的に活かして、子
どもから高齢者までの幅広い年代向
けの各種の講座と、世代間交流事業
を実施するとともに、公民館サークル
の活性化を図り、地域コミュニティの
拡充と地域の絆再生に取り組みま
す。 

・地域連携担
当者ミーティン
グの開催 
・高齢者・防
災・情報に関す
る教育講座の
開催 
・サークルとの
協働による講
座等の開催 

・地域連携担
当者ミーティン
グの開催 
・高齢者・防
災・情報に関す
る教育講座の
開催 
・サークルとの
協働による講
座等の開催 

・地域連携担
当者ミーティン
グの開催 
・高齢者・防
災・情報に関す
る教育講座の
開催 
・サークルとの
協働による講
座等の開催 

市民会館 
公民館 

読書普及活動推
進事業 
【新規】 

図書館の読書普及に多くの市民が積
極的に参加していただけるよう、市民
ボランティアを募集・養成するととも
に、子どもの読書活動を促進するた
め、おはなし会やブックスタートなどを
開催します。 

おはなし会の
開催 
すきすき絵本タ
イム・ブックスタ
ートの実施 
読書活動促進
各種行事の開
催 
図書館ボラン
ティアの募集及
び養成 

おはなし会の
開催 
すきすき絵本タ
イム・ブックスタ
ートの実施 
読書活動促進
各種行事の開
催 
図書館ボラン
ティアの募集及
び養成 

おはなし会の
開催 
すきすき絵本タ
イム・ブックスタ
ートの実施 
読書活動促進
各種行事の開
催 
図書館ボラン
ティアの募集及
び養成 

中央図書館 

図書館電子情報
サービス推進事
業 

情報化社会に対応した図書館サービ
スの充実を図るため、図書館電算シ
ステムの管理運営を行います。また、
ホームページの定期的な更新によ
り、図書館から情報発信を行います。

システム運営 
ホームページ
更新 
メールマガジン
発行 

システム運営 
ホームページ
更新 
メールマガジン
発行 

システム運営 
ホームページ
更新 
メールマガジン
発行 

中央図書館 
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事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●社会教育施設
吊天井等耐震対
策事業 
【新規】 

大規模地震に対する来館者の安全を
確保するため、ホールの非構造部材
の改修工事を行います。 

根形公民館 
多目的ホール
市民会館大ホ
ール実施設計

市民会館 
大ホール 

平川公民館 
富岡分館 
多目的ホール 

教育総務課 

市民会館外壁屋
根改修事業 
【新規】 

来館者の安全を確保するとともに、施
設の長寿命化を図るため、老朽化し
た外壁及び屋根の改修工事を行いま
す。 

 実施設計 改修工事 教育総務課 
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２．文化・芸術 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）文化・芸術活動の推進 

多くの市民による文化芸術活動を活性化していくために、文化芸術振興のための組織体制を見直し充

実します。 

さらに、市民の文化芸術に関する興味関心を喚起するため、市内で気軽に優れた文化芸術に接する機

会の充実を図ります。 

そして、これらの活動を通して、文化芸術活動を支える人材の育成を図ります。 

 

（２）郷土の歴史と文化の保存・継承 

文化財の調査・研究に努め、特に重要なものについては市の文化財に指定し、必要な援助を行うなど、

その保護や保存及び活用を図るととともに、研究の成果等を市民に還元していきます。 

郷土博物館では、収蔵資料のデジタル化等により情報の提供を行うとともに、収蔵されている文化財

等の適切な保存・管理を図り、一般公開や企画展の開催を通して市民への普及・啓発を行うなど文化財

の活用に取り組みます。 

伝統文化については、地域での活動や後継者育成のための支援を行うとともに、活動の発表機会を設

けるなど、市民が身近に伝統文化に触れることができるような仕組みづくりに取り組みます。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●芸術活動普及
事業 

市民の文化芸術の振興を図るため、
袖ケ浦美術展の開催を支援すること
などにより人材や風土を生かした特
色ある芸術活動を育むとともに市民
の文化芸術活動を活性化します。 

袖ケ浦美術展
の開催を支援
文化芸術活動
団体の事業開
催を後援 

袖ケ浦美術展
の開催を支援
文化芸術活動
団体の事業開
催を後援 

袖ケ浦美術展
の開催を支援 
平戸眞石膏像
の展示 
文化芸術活動
団体の事業開
催を後援 

生涯学習課 

山野貝塚保存活
用事業 

山野貝塚を現地保存するとともに国
史跡指定に向けての調査・研究を進
め、縄文時代の遺跡として公開・活用
を図ります。 

地権者説明会
の開催 
パンフレットの
作成・刊行 

国指定史跡へ
向けての申請
地権者説明会
の開催 

公開活用事業
の実施 
史跡管理 

生涯学習課 

 
  

②文化・芸術鑑賞機会の充実

③文化・芸術を支える人材の育成

①文化財の調査と指定

②文化財の保護・保存と活用

③伝統文化継承活動の支援

④博物館活動の充実

文 化 ・ 芸 術 (1)文化・芸術活動の推進

(2)郷土の歴史と文化の保存・継承

①文化・芸術振興のための組織体制の充実
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事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●文化財保護事
業 

市内の文化財について周知し、文化
財保護の意識と郷土への愛着を高め
るため、文化財の調査及び評価を行
うとともに、文化財の修復・保存整備
に対して補助金を交付します。 

市内文化財の
調査 
指定文化財の
修復 
文化財見学会
の開催 

市内文化財の
調査 
文化財案内冊
子の作成 

市内文化財の
調査 
文化財案内冊
子の刊行 

生涯学習課 

埋蔵文化財公開
活用事業 

過去の遺跡出土資料を整理して公民
館等で展示・公開することにより、埋
蔵文化財保護意識を啓発し、文化財
行政への理解の促進を図ります。 

出土品の再整
理・展示 
出土品の保存
処理 

出土品の再整
理・展示 
出土品の保存
処理 
遺跡発表会の
開催 

出土品の再整
理・展示会 
出土品の保存
処理 
 

生涯学習課 

●民俗・伝統芸
能保護継承事業 

郷土の伝統芸能や伝統文化を保護
し、その価値を周知することにより、
市民の郷土への帰属意識を育成し、
地域活動の活性化を図ります。 

民俗芸能継承
のための先進
事例調査 
篠笛体験教室
の開催 

民俗・伝統芸
能保持団体に
よる発表会開
催 
民俗芸能継承
のための先進
事例調査 

民俗芸能活用
事業の実施 

生涯学習課 

展示更新推進事
業 

袖ケ浦らしさに基づいた価値観を共
有し、地域に対する市民の誇りを醸
成するため、企画展の開催や市民学
芸員活動を推進します。 

企画展の開催
常設展示室 
（古代）のリニュ
ーアル 
常設展示解説
図録の作成 
関連ワークショ
ップの開催 

特別展･企画展
の開催 
常設展示室 
（弥生・古墳 
時代）リニューア
ル 
常設展示解説
図録の作成 
関連ワークショ
ップの開催 

企画展の開催 
常設展示室 
（縄文時代）リニ
ューアル 
常設展示解説
図録の作成 
関連ワークショ
ップの開催 

郷土博物館 

地域資料管理活
用事業 

本市に残された地域資料を広く活用
し、次世代へ継承するため、地域資
料（埋蔵文化財・民俗資料・自然情報
等）の収集と体系的管理を行います。

収蔵資料保存
修復（奈良輪 
漁協資料） 
収蔵資料デジ
タルデータ化 
収蔵資料収集
市史研究の刊
行 

収蔵資料保存
修復（奈良輪漁
協資料） 
収蔵資料デジ
タルデータ化 
収蔵資料収集

収蔵資料保存
修復（奈良輪
漁協資料） 
収蔵資料デジ
タルデータ化 
収蔵資料収集 
市史研究の刊
行 

郷土博物館 

郷土博物館改修
事業 
【新規】 

来館者の安全を確保するとともに、資
料の適切な保存・管理を行うため、老
朽化した施設、設備の改修計画につ
いて検討します。 

  調査計画 郷土博物館 

旧進藤家茅葺屋
根改修事業 
【新規】 

文化財等の適切な保存・管理を図る
ため、劣化の著しい茅葺屋根の改修
工事を行います。 

 
茅葺屋根改修
工事 

 郷土博物館 
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３節 生涯スポーツ環境の充実 
１．スポーツ・レクリエーション・体育 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）スポーツ・レクリエーション活動の推進 

市民誰もが、いつでも、どこでも、いつまでもスポーツ・レクリエーション活動に親しめるように、

総合型地域スポーツクラブの定例活動や地域スポーツイベントの充実を図ります。さらに、地域住民の

ニーズに応える指導者の養成や確保、情報提供などスポーツ・レクリエーション環境を整備していきま

す。また、総合型地域スポーツクラブ連絡協議会、各スポーツ団体や社会教育関係団体との連携を図り、

まちづくりや健康づくり等も踏まえた総合的・効果的な取り組みを推進します。 

 

（２）スポーツ・レクリエーション施設の整備 

スポーツ人口の増加やそれぞれの活動の多様化に対応するために、社会体育施設の安全性、利便性に

考慮した計画的な改修・整備を進めるとともに、適切な管理運営に努めます。特に、指定管理者による

管理運営施設や学校体育施設については、利用者のニーズを踏まえ、管理者と連携を十分に図り、効率

的で効果的な管理運営を目指します。 

また、公園スポーツ施設を含めた社会体育施設について、それぞれの特色を活かした施設整備を検討

していきます。 

 

（３）学校体育の推進 

教科体育の授業や運動部活動、特別活動等において、達成感やスポーツの喜びを味わうことにより、

運動に親しむ資質や能力、体力を培う学校体育を推進します。 

そのために、小中学校教員の指導力向上を目指した研修機会の充実に努めます。 

また、運動部活動や武道の指導には、専門的指導のできる地域の人材活用を図ります。 

 

 

 

②運動部活動の支援

①社会体育施設の改修、整備

②学校体育施設の利用促進

①教科体育指導の充実

(2)スポーツ･レクリエーション施設の整備

(3)学校体育の推進

スポーツ・レクリ
エーション・体育

(1)スポーツ･レクリエーション活動の推進

②地域スポーツ・レクリエーション環境の整備

①総合型地域スポーツクラブの理解・育成への支援
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【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●総合型地域ス
ポーツクラブ活
性化事業 

子どもから高齢者まで体を動かす機
会と場を確保し、また青少年の健全
育成と地域住民のつながりを高める
スポーツ環境を整備するため、総合
型地域スポーツクラブの活動やクラブ
間の交流活動を支援します。 

総合型地域ス
ポーツクラブの
活動支援 
市民参加型イ
ベントの開催 

総合型地域ス
ポーツクラブの
活動支援 
市民参加型イ
ベントの開催 

総合型地域ス
ポーツクラブの
活動支援 
市民参加型イ
ベントの開催 

体育振興課 

臨海スポーツセ
ンター再整備事
業 
【新規】 

施設利用者の安全を確保するととも
に、施設の長寿命化を図るため、施
設の危険箇所及び老朽具合を調査
し、更なる施設利便性に考慮しつつ、
改修計画について検討します。 

 調査計画 
改修計画の検
討 

体育振興課 

学校体育指導研
修会事業 

生涯体育の基礎を担う義務教育課程
における学校体育指導の充実及び指
導者の資質の向上を図るため、学校
体育指導研修会を開催します。 

学校体育指導
研修会の開催

学校体育指導
研修会の開催

学校体育指導
研修会の開催 

体育振興課 
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第５章 環境 ～環境負荷を減らし自然と共生するまちづくり～ 
１節 持続可能な社会づくりへの貢献 
１．環境保全・美化 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）地球環境にやさしい都市システムの構築 

 持続可能な社会の構築を目指して、地球環境に配慮した製品の普及促進方法の検討や、自然・新エネ

ルギーの利用促進に取り組みます。 

 また、地球温暖化対策として、市民や事業者とともに温室効果ガス排出量の削減に取り組みます。 

 

（２）自然環境の保全と活用 

 市内に残された緑豊かな自然環境を次世代に継承していくため、保存樹林、保存樹木の制度の普及に

努めるとともに、増加する外来生物に適切に対応し、生態系の保全に努めます。 

 また、豊かな自然環境を持つ農村空間の整備を目指して、生態系の保全に配慮しながらため池や農業

用排水施設などの整備に取り組みます。 

水と緑の里については、ボランティアによる市民主体の維持管理を目指して、その手法について運営

委員会による検討を行い、里山や生態系の保全に取り組みます。 

 

（３）環境保全対策 

 環境を保全するため、環境の保全に関する協定に基づく立入り調査等、発生源の継続的な監視により

大気汚染や水質汚濁などの未然防止に取り組むとともに、県や近隣市と調整しながら測定項目や測定箇

所の適正化を図り、より効果的な環境監視に努めます。 

 

（４）環境教育 

 環境への理解を深めるため、環境学習会等の機会充実と市民の参加を促進し、講座内容や開催方法、

広報手段の充実を図ります。 

 また、環境学習の担い手として、ＮＰＯや市民活動団体の育成に取り組みます。 

 

（５）市民による環境美化活動の推進 

 環境美化への意識を高めるため、市民や企業参加による清掃活動への支援や、ごみのポイ捨て防止対

策などに取り組みます。 

 また、環境美化に協力する団体に四季折々の花株や花の種子を配布し、市内の駅や道路沿いで育てて

もらうなど、きれいなまちづくりの推進に取り組みます。 

 

 

  

①市民、企業、各種団体との協力体制構築

②清掃活動、ポイ捨て防止の推進

③きれいなまちづくりの推進

(3)環境保全対策

(2)自然環境の保全と活用

(4)環境教育

(5)市民による環境美化活動の推進

①発生源の監視

②環境の監視

①環境教育、環境学習の推進

②環境活動団体の育成

②二酸化炭素排出量の削減

③自然・新エネルギーの利用促進

①里山や生態系の保全

②田園景観の保全

環境保全・美化 ①環境に配慮した機器の普及(1)地球環境にやさしい都市システムの構築
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【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

住宅用省エネル
ギー設備等設置
補助事業 

地球温暖化対策の一環として、自然
エネルギーの利用促進を図るため、
太陽光発電システム等を設置する一
般家庭に補助金を交付します。 

補助金交付 補助金交付 補助金交付 環境管理課 

再生可能エネル
ギー・地球温暖
化対策事業 

持続可能な社会を構築するため、地
球温暖化対策を推進するとともに、公
共施設への再生可能エネルギー導入
を図ります。 

実行計画の推
進 
再生可能エネル
ギーの導入の
推進 

実行計画の推
進 
再生可能エネ
ルギーの導入
の推進 

実行計画の推
進 
再生可能エネ
ルギーの導入
の推進 

環境管理課 

●自然環境保全
事業 

身近な緑、豊かな自然環境を保全す
るため、水と緑の里「しいのもり」をは
じめとする、自然環境緑地等の維持
管理をボランティアと協働で行いま
す。 

環境保全緑地
維持管理作業
の実施 
自然環境学習
の場として活用

環境保全緑地
維持管理作業
の実施 
自然環境学習
の場として活用

環境保全緑地
維持管理作業
の実施 
自然環境学習
の場として活用 

環境管理課 

大気汚染監視機
器整備事業 

大気環境の状況を的確に監視するた
め、老朽化した大気環境監視機器を
更新します。 

機器更新 機器更新 機器更新 環境管理課 

●まちの美化推
進事業 

環境美化推進のため、市広報紙やホ
ームページ、回覧等によるポイ捨て防
止の啓発活動を実施するとともに、環
境美化推進員の巡回報告による散乱
ごみ等の収集を行います。 
また、美化ボランティアの活動を支援
します。 

広報啓発活動 
環境美化推進 
員による巡回 
実施 
散乱ごみ収集 
美化ボランティ
ア支援 

広報啓発活動
環境美化推進
員による巡回 
実施 
散乱ごみ収集
美化ボランティ
ア支援 

広報啓発活動 
環境美化推進 
員による巡回 
実施 
散乱ごみ収集 
美化ボランティ
ア支援 

環境管理課 
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２節 循環型地域社会の推進 
１．廃棄物・リサイクル 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）ごみ減量化とリサイクルの推進 

 ごみの減量化・資源化を総合的に推進することを目指して、市民や事業所における徹底したごみの分

別収集に取り組むとともに、収集品目や収集体制等の見直しによって資源化及び資源回収率の向上を目

指します。また、事業系のごみについては、一層の減量化を促進します。 

 

（２）ごみの適正処理 

 ごみの適正処理を図るため、ごみ処理施設等の整備充実を図るとともに、より効率的な処理を実施す

るため、君津地域広域廃棄物処理事業の適正な運営に努めます。 

 

（３）し尿の適正処理 

施設の老朽化が進行する中で、補修費の抑制を図るため、施設の効率的な運用と適切な維持管理に努

めます。 

また、河川等の公共水域の水質保全を図るため、単独処理浄化槽の使用者に対して合併処理浄化槽へ

の設置替えを行うよう啓発に取り組むとともに、合併処理浄化槽設置への補助を継続して行います。 

 

（４）不法投棄の防止 

 不法投棄監視員や土砂等対策指導員などによるパトロールを継続し、廃棄物の不法投棄防止や、残土

条例に基づく適切な指導を行い土砂等による土壌汚染と災害の発生防止に努めるとともに、廃棄物や土

砂等の適正処理について啓発していきます。 

 

 

①市内パトロールの継続

②廃棄物適正処理の啓発

(2)ごみの適正処理

(3)し尿の適正処理

(4)不法投棄の防止

①ごみ処理施設等の整備

②君津地域広域廃棄物処理事業の運営

①し尿処理施設の適正な維持管理

②合併処理浄化槽の普及促進

廃 棄 物 ・
リ サ イ ク ル

①ごみの減量化・資源化の推進（1）ごみ減量化とリサイクルの推進

②事業系ごみの適正処理
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【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

ごみ減量化推進
事業 

ごみ最終処分量の減量化を図るた
め、ごみ減量化の普及啓発を積極的
に行うとともに、ごみ処理手数料、ご
み収集日など総合的な見直しを行い
ます。 

ごみ減量化の
普及啓発 
ごみ処理手数
料の見直し検
討 
ごみ収集日の
見直し検討 
事業者への減
量化指導 

ごみ減量化の
普及啓発 
事業者への減
量化指導 

ごみ減量化の
普及啓発 
事業者への減
量化指導 

廃棄物対策
課 

ごみ資源化推進
事業 

資源循環を推進するため、排出時点
での分別を啓発するとともに、資源化
対象品目の拡充と、分別しやすい収
集方法への見直しを行います。 

資源物収集方
法のあり方検
討 

資源物収集方
法のあり方検
討 
容器包装プラ
スチックリサイ
クルの検討 

資源物収集方
法の見直し 
容器包装プラ
スチックリサイ
クルの検討 

廃棄物対策
課 

ごみ処理施設長
寿命化事業 
【新規】 

老朽化した粗大ごみ処理施設の更
新、資源物の一時保管及び選別施設
の整備を行い、ごみ処理の効率化及
びランニングコストの縮減を図りま
す。 

施設整備の方
向性決定 

ごみ処理施設
改修設計委託

ごみ処理施設
整備 

廃棄物対策
課 

合併処理浄化槽
設置補助事業 

生活排水による公共用水域の水質
汚濁を防止するため、合併処理浄化
槽の設置者に対して補助金を交付し
ます。 

補助金交付 
啓発活動 

補助金交付 
啓発活動 

補助金交付 
啓発活動 

下水対策課

●廃棄物・土砂
対策事業 

廃棄物の不法投棄防止や、残土条
例に基づく適切な指導を行い、土砂
等による土壌汚染と災害の発生を防
止し、市民の生活環境及び自然環境
の保全を図ります。 

残土条例改正
の検討 
監視パトロー
ルの実施 

監視パトロー
ルの実施 

監視パトロー
ルの実施 

廃棄物対策
課 
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第６章 産業振興 ～産業が調和した賑わいと活力のあるまちづくり～ 
１節 活力ある農林業の振興 
１．農林業 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）農業生産基盤の整備 

 農業生産基盤の整備や新技術の導入普及を促進し、生産性の向上と経営規模の拡大による効率の良い

生産体制の構築に向けて、農業構造の改善に取り組みます。 

また、用排水施設や農道については、計画的な整備促進と適正な施設の維持管理、老朽化対策に取り

組みます。 

ほ場整備については、地元との調整や環境への影響に配慮しつつ事業の促進を図るとともに、併せて

担い手の育成に取り組みます。また、畑地帯の排水不良箇所を調査し、計画的な整備の実施に取り組み

ます。 

  

（２）農業経営体の育成 

 効率的かつ安定的な農業経営体の育成を目指して、意欲と能力のある農業者に対し、農業経営基盤強

化促進事業等の総合的な対策支援に取り組みます。また、認定農業者・集落営農の推進に取り組みます。

 

 

（３）高付加価値農業の実現 

 農業の振興と生産者の生産意欲向上を図るため、新技術の導入や地元農産物のブランド化を推進する

とともに、これらに関する消費者の理解を得るため情報提供に努めます。 

 

 

 

(1)農業生産基盤の整備

(2)農業経営体の育成

(4)環境保全型農業の推進

(3)高付加価値農業の実現

(5)農業集落排水の整備

(7)市民とふれあう農業の推進

③直売所の活用

(6)林業の振興 ①森林の保全

②治山事業の実施

①市民農園の整備

②交流型農業の推進

④遊休農地の活用

①農業集落排水整備の推進

②農業集落排水施設の維持管理

③農業集落排水の健全経営

⑤農業関連情報の提供

①環境保全型農業技術の導入と実現化

②農業用廃棄物の適正処理とリサイクル

③畜産環境の整備

①水田農業の振興

②新技術の導入

③特産物の開発・農産物加工の推進

④園芸施設化の促進と果樹振興

②農業経営の合理化と法人化

③後継者の育成

農 林 業 ①優良農地の保全と効率的な利用

②用排水施設の整備

③農道の整備

④ほ場の整備

①営農・経営支援体制の強化
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（４）環境保全型農業の推進 

環境保全型農業の推進を目指して、環境負荷の低減に配慮した営農活動への支援に取り組み、遊休農

地については有効活用を促進します。また、消費者にエコ農産物等への理解を促すとともに、農業廃棄

物のリサイクルや家畜排せつ物の堆肥化などを促進し、自然循環機能を維持増進する環境にやさしい農

業に取り組みます。  

 

（５）農業集落排水の整備 

 集落排水事業については、公共用水域の水質保全を目指して計画的な施設整備と維持管理を行うとと

もに、今後も水洗化率の向上を目指して、未接続者へ戸別訪問等により接続の啓発に取り組みます。ま

た、将来にわたる健全経営のため使用料の適正化等経営基盤の強化に努めます。 

 

（６）林業の振興 

健全な森林資源の保全を図り、森林の有する諸機能を総合的かつ高度に発揮するため、有効な森林事

業の実施に取り組みます。 

 また、林地の保全を目指して、山地災害を防止するための治山事業の実施に取り組みます。 

 

（７）市民とふれあう農業の推進 

 都市部の児童生徒などに農業体験の機会を提供するとともに、イベントやシンポジウム等を開催して、

市民が農業にふれあう機会を充実します。 

 農業者と都市住民の交流を促進するため、農家と連携を図り市民農園の整備に取り組みます。また、

農畜産物直売所「ゆりの里」による地産地消を推進するとともに、田園散策の道「フットパス」を活用

し市民とふれあう農業の実現を図ります。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●県営経営体育
成基盤整備事業
（武田川下流地
区） 

農業経営の合理化を図るため、ほ場
の区画形質の改善や乾田化、農道整
備、用排水整備等、生産性の高いほ
場整備を行うとともに、担い手の育成
や農地の集積を促進します。 

工事負担金 
（造成工事等、
換地業務 一時
利用地指定等）

工事負担金 
（造成工事等、
換地業務 一時
利用地指定等）

工事負担金 
（造成工事等、
換地業務 一時
利用地指定等） 

農林振興課 

●県営経営体育
成基盤整備事業
（浮戸川上流Ⅲ
期地区） 

農業経営の合理化を図るため、ほ場
の区画形質の改善や乾田化、農道整
備、用排水整備等、生産性の高いほ
場整備を行うとともに、担い手の育成
や農地の集積を促進します。 

工事負担金 
（造成工事等、
換地業務 一時
利用地指定等）

工事負担金 
（造成工事等、
換地業務 一時
利用地指定等）

工事負担金 
（造成工事等、
換地業務 一時 
利用地指定等） 

農林振興課 

●担い手育成・
支援対策事業 

耕作放棄地の解消を図り市内農業を
活性化するため、認定農業者などの
担い手を育成するとともに、集落営農
の推進や農地の利用集積等を促進し
ます。 
また、地域で主体的に取り組む「人・
農地プラン」の作成を推進します。 

農地利用集積
の促進 
耕作放棄地解
消の支援 
認定農業者の
認定・更新 
人・農地プラン
作成推進 

農地利用集積
の促進 
耕作放棄地解
消の支援 
認定農業者の
認定・更新 
人・農地プラン
作成推進 

農地利用集積
の促進 
耕作放棄地解
消の支援 
認定農業者の
認定・更新 
人・農地プラン
作成推進 

農林振興課 
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事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●新規就農者支
援対策事業 

新規就農者の早期に安定した農業経
営を促進するため、県やＪＡなど農業
関係機関と連携し、栽培技術の習
得、農地の確保、機械・施設導入の
経費等について支援します。 

農業関係機関
との情報共有
や就農相談 
新規就農者育
成事業補助金
の実施 
青年就農給付
金等の支援制
度のＰＲと活用

農業関係機関
との情報共有
や就農相談 
新規就農者育
成事業補助金
の実施 
青年就農給付
金等の支援制
度のＰＲと活用

農業関係機関
との情報共有
や就農相談 
新規就農者育
成事業補助金
の実施 
青年就農給付
金等の支援制
度のＰＲと活用 

農林振興課 

●農業機械等整
備支援事業 

認定農業者などの担い手の生産力強
化を図り、持続可能な力強い農業構
造を構築するため、担い手農家等の
機械整備等に対して助成を行いま
す。 

補助金交付 補助金交付 補助金交付 農林振興課 

●高付加価値農
業推進事業 

農産物の高品質化と消費者の安全・
安心へのニーズに応えるため、環境
にもやさしい「ちばエコ農産物」の普
及を推進します。 

事業啓発 
生産者への技
術研修 
試験栽培等の
実施 

事業啓発 
生産者への技
術研修 
試験栽培等の
実施 

事業啓発 
生産者への技
術研修 
試験栽培等の
実施 

農林振興課 

●６次産業化支
援事業 
【新規】 

生産者が自ら加工・販売まで行う６次
産業化に取り組む意向のある農業者
に対して、情報提供を行うとともに、
既に６次産業に取り組んでいる市内
の農家や商業者とのネットワークを構
築し、連携強化を図ります。 

支援手法の検
討 
農業者に対す
る情報提供 
各種補助事業
の情報収集 
６次産業化協
議会設立準備

農業者に対す
る情報提供 
６次産業化協
議会設立 
商品開発レシ
ピ普及活動 

農業者に対す
る情報提供 
６次産業化協
議会運営 
農業者・商業
者ネットワーク
の構築 
商品開発レシ
ピ普及活動 

農林振興課 

●体験農園支援
事業 
【新規】 

体験農園の開設を推進することで、
安定した農業経営としての新たなビジ
ネスモデルを確立するとともに、市民
等への農業体験の拡大を図るため、
体験農園を開設する農業者に対し、
利用者募集の支援や補助金交付に
よる開設支援を行います。 

収穫体験バス
ツアーの実施
体験農園推進
手法の検討 
先進地情報調
査 
補助支援ツー
ルの調査等 

収穫体験バス
ツアーの実施
体験農園整備
補助金の交付
観光協会と連
携したＰＲ 

収穫体験バス
ツアーの実施 
体験農園整備
補助金の交付 
観光協会と連
携したＰＲ 

農林振興課 

●観光・直売型
農業推進事業 

生産者と消費者の交流を促進すると
ともに、農畜産物直売所「ゆりの里」
を拠点とした食育活動と地産地消を
促進します。また、農業の活性化を図
るため、生産組織の育成を援助し、計
画栽培・出荷による安定経営を支援
します。 

管理運営 
収穫体験実施
検討 
地産地消の拡
大促進 
食育の推進 
情報発信 

管理運営 
改修工事実施
収穫体験実施
検討 
地産地消の拡
大促進 
食育の推進 
情報発信 

管理運営 
収穫体験の実
施 
地産地消の拡
大促進 
食育の推進 
情報発信 

農林振興課 

●農家レストラン
整備支援事業 
【新規】 

市内で盛んな農業を活かした観光の
魅力向上を図るため、本市の新鮮な
地元食材等を堪能できるレストランに
意欲ある事業者を集め、各種情報提
供や、農家とのネットワーク構築を支
援します。 

支援手法の検
討 
農家への情報
提供・支援 

農家レストラン
の開設 
農家への情報
提供・支援 
商品開発レシ
ピの普及活動

農家への情報
提供・支援 
農家レストラン
のＰＲ 
事業者ネットワ
ークの構築 
商品開発レシ
ピの普及活動 

農林振興課 
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事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

森林整備事業 
優良な森林の維持と資源の充実を図
るため、造林・下草刈・枝打・間伐等
の実施に対して補助金を交付します。

補助金交付 
啓発活動 

補助金交付 
啓発活動 

補助金交付 
啓発活動 

農林振興課 

●農業集落排水
維持管理事業 

 
農村の生活環境の改善を図り、公共
用水域や農業用用排水の水質を保
全するため、袖ケ浦東部浄化センタ
ー及び各地区の中継ポンプ等の適正
な維持管理を実施します。 

包括的維持管
理委託 

包括的維持管
理委託 

包括的維持管 
理委託 

下水対策課 

農地農村環境保
全事業 

農業基盤である農地や農道、農業用
水路などの資源を守るため、地域住
民や関係団体が一体となり守り保全
する活動組織に対して支援を行いま
す。 

多面的機能支
払交付金活動
の実施 
農地・水保全
管理協議会の
運営 
活動支援金の
交付 

多面的機能支
払交付金活動
の実施 
農地・水保全
管理協議会の
運営 
活動支援金の
交付 

多面的機能支
払交付金活動
の実施 
農地・水保全
管理協議会の
運営 
活動支援金の
交付 

農林振興課 

田園空間施設維
持管理事業 

農村・農業の貴重な歴史・文化を後
世に継承するため、その伝統技術や
農村景観などの農村資源を保全・復
元するとともに、農業体験の場を提供
する農村公園等田園空間施設の維
持管理を行います。 

施設の運営管
理 
食育活動の推
進 
地域活性化イ
ベントの開催 

施設の運営管
理 
食育活動の推
進 
地域活性化イ
ベントの開催 

施設の運営管
理 
食育活動の推
進 
地域活性化イ
ベントの開催 

農林振興課 
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２節 活気ある商工業の振興 
１．商工業 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）商業の振興 

 地元商店会への支援を通して、袖ケ浦駅周辺、長浦駅周辺及び平川地区の各商店会の活性化に取り組

むとともに、個店の魅力向上や市民と事業者の交流事業などの商工会が実施する商工業総合振興事業等

の支援により商店街の活性化を促進します。また、産業振興ビジョン前期アクションプランの取組事業

を計画的に推進します。 

 

（２）工業の振興 

 既存の立地企業が市外へ撤退等することを防ぐとともに、企業の新たな設備投資の促進に取り組みま

す。また、椎の森工業団地の整備を推進するとともに、平成２９年度の分譲開始に向け企業誘致活動を

推進します。 

 

（３）中小企業支援策の推進 

 中小企業の経営強化や合理化を目指して、事業資金調達のための融資制度の活用を促進するとともに、

新たな創業支援体制を構築し、中小・小規模事業者を支援します。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●商店街活性化
支援事業 

商工業の活性化を促進するため、商
工会が実施する商店街の PR 活動や
市民との交流イベント等の事業を支
援します。 

商工会活動の
支援（一店逸
品事業、市民
交流イベン ト
等） 
まちゼミの実施
検討 

商工会活動の
支援（一店逸
品事業、市民
交流イベン ト
等） 
まちゼミの試行
実施 

商工会活動の
支援（一店逸
品事業、市民
交流イベン ト
等） 
まちゼミの実施 

商工観光課 

産業間連携促進
事業 
【新規】 

市内の事業者が定期的に情報交換・
交流できる場を用意するとともに、異
業種連携を希望する企業の業種やニ
ーズなどを整理し、連携を希望する企
業へ提供するなど、市内事業者間の
連携やビジネスマッチングの成立を
目指します。また、産業間連携による
賑わい創出イベントを開催します。 

産業間連携の
推進体制の確
立 
産業間の連携
促進 
産業間連携に
よる賑わい創
出イベントの開
催 

産業間の連携
促進 
産業間連携に
よる賑わい創
出イベントの開
催 

産業間の連携
促進 
産業間連携に
よる賑わい創
出イベントの開
催 

商工観光課 

 
  

商 工 業 (1)商業の振興

(2)工業の振興

(3)中小企業支援策の推進

①企業設備投資促進

②企業誘致の推進

③袖ケ浦椎の森工業団地の整備促進

①中小企業の育成強化

①魅力ある商店街の形成

②活力ある商業の振興

③経営基盤の強化

④核店舗（ショッピングセンター等）誘致の検討
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事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●企業等振興支
援事業 

企業経営の安定化と事業の高度化、
また、産業の振興、雇用の場の確保
を図るため、一定規模以上の設備投
資に対して助成を行い、企業の新規
設備投資を促進します。 

制度の周知・
運用 
奨励金交付 
臨海コンビナー
ト競争力強化
の検討、推進 
企業立地デー
タマップ制作 

制度の周知・
運用 
奨励金交付 
臨海コンビナー
ト競争力強化
の検討、推進 
 

制度の周知・
運用 
奨励金交付 
臨海コンビナー
ト競争力強化
の検討、推進 
 

商工観光課 

●椎の森工業団
地整備事業 

企業誘致の推進による産業の振興、
雇用の場の確保を図るため、県との
共同により、椎の森工業団地の造成
工事を行います。 

公共施設整備
（上水道、道路）

公共施設整備
（上水道、道路
緑地） 
分譲開始 

 商工観光課 

椎の森工業団地
整備事業（雨水
管整備） 

企業誘致の推進による産業の振興、
雇用の場の確保を図るため、椎の森
工業団地の造成工事に合わせ、雨水
管整備を実施します。 

雨水管整備工
事 

  下水対策課 

椎の森工業団地
整備事業（汚水
管整備） 

企業誘致の推進による産業の振興、
雇用の場の確保を図るため、椎の森
工業団地の造成工事に合わせ、汚水
管整備を実施します。 

汚水管整備工
事 

  下水対策課 

●椎の森工業団
地企業誘致推進
事業 
【実計新規】 

企業誘致の推進による産業の振興、
雇用の場の確保を図るため、県との
共同により、椎の森工業団地への企
業誘致活動を行います。 

展示会出展 
企業誘致活動

企業立地意向
調査 
企業誘致活動

企業誘致活動 商工観光課 

●創業支援事業 
【新規】 

商工会や金融機関等と連携し、経営
ノウハウ、資金調達、人材確保などの
支援を行うためのワンストップ相談窓
口を設置するとともに、起業セミナー
等を開催し、創業前から創業後にお
いて一貫した支援を行います。 

創業支援連携
体制の検討 
創業支援事業
計画の策定 

創業支援体制
の構築、運用 
相談窓口の設
置 
起業セミナーの
開催と事業化
支援 

創業支援体制
の運用 
起業セミナーの
開催と事業化
支援 

商工観光課 
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３節 魅力ある観光地域の育成 
１．観光 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）観光振興に向けた体制づくり 

  観光協会を中心とした観光関係団体の支援に取り組み、観光情報の発信等を促進します。また、産

業振興ビジョン前期アクションプランの取組事業を計画的に推進し、観光振興施策を展開するための

体制づくりに取り組みます。 

 

（２）観光地としての魅力づくり 

  観光地としての魅力向上を目指して、特産品等の発掘・宣伝、新たな観光資源の発掘に取り組むと 

 ともに、フィルムコミッションの受け入れ等を通して市の魅力を発信していきます。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●観光振興支援
事業 

観光客数の増加による産業・経済の
活性化を図るため、観光情報の発信
など観光協会の活動と運営を支援し
ます。 

観光協会の運
営支援 
ガイドマップ等
による情報発
信 
集客施設等を
活用した観光Ｐ
Ｒ 
観光ツアーの
実施 
観光施設間の
連携支援 
観光振興事業
補助金の見直
し 

観光協会の運
営支援 
ガイドマップ等
による情報発
信 
集客施設等を
活用した観光Ｐ
Ｒ 
観光ツアーの
実施 
観光施設間の
連携支援 
観光振興事業
補助金の運用

観光協会の運
営支援 
ガイドマップ等
による情報発
信 
集客施設等を
活用した観光Ｐ
Ｒ 
観光ツアーの
実施 
観光施設間の
連携支援 
観光振興事業
補助金の運用 

商工観光課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観 光

(2)観光地としての魅力づくり

②観光施策の体制づくり

①特産品等の発掘と宣伝

②新たな観光資源の創出

①観光関係団体の支援(1)観光振興に向けた体制づくり
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【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●シティプロモー
ション推進事業
[再掲]【実計新
規】 

本市の知名度・イメージ向上により、
交流・定住人口の増加や、観光の振
興、企業誘致の推進等を図るため、ホ
ームページまたはソーシャルメディア
による情報発信を強化するとともに、
各種イベント等において本市の魅力を
ＰＲします。 

ホームページ
またはソーシャ
ルメディアを活
用したＰＲ方法
の検討・実施 
各種イベント等
と連携したＰＲ
活動 
ＰＲ素材の充
実（ガウラファミ
リーデザイン画
等） 
市民（学生）レ
ポーターの設
置、活用 

ホームページ
またはソーシャ
ルメディアを活
用したＰＲ実施
各種イベント等
と連携したＰＲ
活動 
ＰＲ素材の充
実 
県外居住者へ
の知名度調査
兼ＰＲ活動 
市民（学生）レ
ポーターの活
用 

ホームページ
またはソーシャ
ルメディアを活
用したＰＲの実
施 
各種イベント等
と連携したＰＲ
活動 
ＰＲ映像、パン
フレットの更新 
ＰＲ素材の充実 
市民（学生）レ
ポーターの活
用 

秘書広報課
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４節 安心して働ける社会の実現 
１．労働 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）労働環境の充実 

  商工業を推進していく中で雇用機会と就業機会を確保するとともに、労働環境の整備を促進します。

  また、雇用対策など行政による支援策については、県及び関係機関と連携しながら推進します。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●就労支援事業 
【新規】 

市民の就業機会及び市内企業の雇
用機会を確保するため、ハローワーク
との連携による合同就職面接会や合
同会社説明会及び就労支援セミナー
を開催します。 

求人情報提供
合同就職面接
会の開催 
高等学校との
連携推進 
就労支援セミ
ナーの開催 
雇用促進奨励
金の交付 

求人情報提供
合同就職面接
会の開催 
就労支援セミ
ナー等の開催
雇用促進奨励
金の交付 
合同会社説明
会等の検討 

求人情報提供
合同就職面接
会の開催 
就労支援セミ
ナー等の開催 
雇用促進奨励
金の交付 
合同会社説明
会等の開催 

商工観光課

 

  

労 働 ①雇用機会の確保

②従業員の福祉の充実

(1)労働環境の充実
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第７章 都市形成・都市基盤 ～快適で調和のとれたまちづくり～ 
１節 誰もが住みたくなる快適なまちづくり 
１．市街地形成 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）都市計画の推進 

市街化区域に隣接する市街化調整区域で行われる宅地開発事業等については、宅地開発事業指導要綱

に基づき、農地等に影響を与えないよう周辺環境に調和した開発となるよう指導します。 
昭和、長浦及び横田地区の生活拠点である袖ケ浦駅、長浦駅及び横田駅周辺の地域については、それ

ぞれの地区の特性に応じ、生活の利便性の向上を図るまちづくりを推進します。 
景観への取り組みは、良好な街並みの形成や豊かな自然を守る上で重要となるため、都市計画法や建

築基準法、屋外広告物法などの関係法令と連携した景観計画により、地域の特性を活かした良好な景観

形成を推進します。 
 
（２）都市基盤の整備 

 住みやすい良好な住環境や都市空間を形成するため、地域特性や景観特性を活かし、安心安全な都市

基盤の整備充実を図るとともに、土地の有効活用を促進します。 
また、袖ケ浦駅北側地区については、東京湾アクアラインをはじめとする広域幹線道路と鉄道との交

通結節点であるため、その立地性を活かした土地区画整理事業による都市基盤の整備を進め、商業地と

住宅地が共存する新市街地の形成を推進します。 
 
（３）都市機能の整備 

袖ケ浦駅については、海側地区の土地区画整理事業による都市基盤の整備に合わせ、利便性の向上と

安心安全で快適な歩行空間を創出するため、駅舎の改築と併せて南北を結ぶ新たな自由通路の整備を推

進します。また、長浦駅についても、自由通路が老朽化し、段差が多いなどバリアフリー面での課題を

抱えているため、駅舎の改築と併せてバリアフリーに配慮した自由通路の整備を推進します。 
 

 

 

 

 

①袖ケ浦駅及び長浦駅における自由通路の整備

②袖ケ浦駅舎及び長浦駅舎の改修

(1)都市計画の推進

(2)都市基盤の整備

(3)都市機能の整備

③都市景観の形成

①市街地整備の推進

②未利用地の活用

③地区の特性を活かした土地利用促進

①宅地開発区域における地区計画制度の検討

②駅周辺地域の生活利便の向上

市 街 地 形 成
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【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

景観まちづくり推
進事業 

景観計画及び条例の適切な運用によ
り、市内の良好な景観の形成を推進
するとともに、市内眺望ポイントの紹
介等により、景観に関する意識啓発を
図ります。 

景観計画の運
用 
意識啓発 
市内眺望ポイ
ントの紹介 

景観計画の運
用 
意識啓発 
景観まちづくり
の評価 
市内眺望ポイ
ントの紹介 

景観計画の運
用 
意識啓発 

都市整備課

●袖ケ浦駅海側
土地区画整理事
業 

袖ケ浦駅の南北地区を昭和地区の生
活拠点として市街地形成するため、組
合施行の土地区画整理事業に対し、
公共施設等の整備に対する技術的支
援や土地の有効活用に向けた情報提
供、また事業への負担を行い、土地
区画整理組合と連携して魅力あるま
ちづくりを推進します。 

技術的支援 
県補助金への
負担 

技術的支援  都市整備課
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２．公園・緑化 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）都市公園等の整備 

 安心安全で誰もが利用しやすい公園として、施設の機能拡充とバリアフリー化を計画的に進めるとと

もに、災害時の避難場所等、多面的に活用できるオープンスペースの確保に取り組みます。 

 

（２）公園・緑地の適正管理 

 やすらぎ、ふれあいの場として、誰もが安心安全に利用できる施設として、また様々な地域活動にも

有効に活用されるオープン施設として、公園・緑地の適正な維持管理に努めます。 

 

（３）水と緑のネットワーク 

 公園・緑地や道路・河川等の緑化を図るとともに、海浜公園等臨海部の海とふれあえる空間を活用し、

水と緑のネットワークづくりを推進します。 

工場等の緑化率については、企業との緑化協定に基づき近隣市との均衡を図りながら、緑の保全に努

めます。 

また、生垣の設置奨励補助などにより、地域の緑化推進に取り組みます。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●都市公園整備
事業 

袖ケ浦駅海側土地区画整理区域内
の魅力を高め、憩いや、安らぎ、ふれ
あいの場として街区公園及び近隣公
園を整備します。 

袖ケ浦駅海側
土地区画整理
事業内街区公
園整備工事 

袖ケ浦駅海側
土地区画整理
事業内街区公
園整備工事 

袖ケ浦駅海側
土地区画整理
事業内街区公
園整備工事 
近隣公園基本
設計 

都市整備課

公園・緑地維持
管理事業 

市民の憩いや安らぎ、ふれあいの場
として、安全で快適に有効活用される
公園・緑地とするため、適切かつ効率
的な改修や維持管理を実施します。 

市内都市公園
安心安全工事
（伐採） 
百目木公園ロ
ーラー滑り台
改修工事 

市内都市公園
安心安全工事
（伐採） 
今井プール公
園プール撤去
工事 
福王台中央公
園トイレ更新工
事 

市内都市公園
安心安全工事
（伐採） 
蔵波公園テニ
スコート撤去工
事 

都市整備課

 

(1)都市公園等の整備

(2)公園・緑地の適正管理

(3)水と緑のネットワーク

②企業との緑化協定

③市民参加の緑化（生垣奨励）

公 園 ・ 緑 化 ①都市基幹公園・住区基幹公園の整備

①公園・緑地の効率的な維持管理

①公共施設等の緑化の推進
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２節 安心で利便性の高い道路網の整備 
１．道路網 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）都市計画道路の整備 

 市内の都市計画道路は、国及び県による整備予定路線と袖ケ浦駅海側地区に関連した路線を除き概ね

整備が完了しています。未整備路線のうち、国や県が事業主体となっている路線については、早期の事

業化に向け要望を行います。また、袖ケ浦駅海側地区に関連した路線については、土地区画整理区域の

まちづくりの進捗を見ながら、道路網整備計画に基づいた整備を行います。 

 

（２）市道の整備 

 道路網整備計画に基づき計画的な整備を図るとともに、安全で安心して利用できる道づくりを目指し

て、機能性が高く誰もが快適と感じられる道路環境の整備に取り組みます。 

 また、橋梁の長寿命化修繕計画に取り組むとともに、道路施設のパトロールによる破損箇所の早期発

見と補修を行い適正な維持管理に努めます。 

 歩行者の安全対策については、あんしん歩行エリア内の交通事故対策や通学路の歩道整備を優先的に

行います。また、バリアフリーの観点から交通バリアフリー基本構想に基づき、公共公益施設等をネッ

トワークする歩道のバリアフリー化を推進します。 

 

（３）国県道・自動車専用道の整備 

 首都圏中央連絡自動車道の利便性向上や更なる経済効果が得られるよう、県内区間全域の早期開通を

要望していくとともに、（仮称）かずさインターチェンジの早期事業化を要望します。 

また、一般国道などの交通量の増加に対応した渋滞対策と交通安全対策については、狭あい区間の車

道拡幅や横田停車場上泉線などの歩道整備、広域幹線道路網のネットワーク化などについて国、県へ要

望します。 

 

 

(1)都市計画道路の整備

(2)市道の整備

(3)国県道・自動車専用道の整備

②国道の整備促進

③主要地方道・一般県道の整備促進

③橋梁の耐震整備

④道路のバリアフリー化

①首都圏中央連絡自動車道かずさＩＣ整備促進

①幹線道路の整備

①幹線・補助幹線道路の整備

②歩行者道路の整備

道 路 網
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【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●（都）高須箕和
田線整備事業 

袖ケ浦駅の南北を結び、都市計画道
路西内河根場線を経由して木更津市
金田地区の県道中野畑沢線に至る
広域的なネットワークを形成するた
め、県が実施する都市計画道路の整
備に対して負担金を支出します。 

負担金支出 
取付道路整備
工事 

  土木建設課 

●（都）西内河根
場線整備事業 
【実計新規】 

袖ケ浦海側地区と木更津市金田地区
を結び、人や経済の活性化を目的と
した路線を整備するため、県が実施
する都市計画道路の整備に対して負
担金を支出します。 

用地交渉協力

費用便益分析
委託 

工事協力 
用地交渉協力

負担金支出 土木建設課 

●（都）高須箕和
田線建設事業
（南袖延伸） 
【新規】 

(都)高須箕和田線既存整備区間の事
業効果をさらに高めるとともに、アクア
ライン着岸地周辺地区から京葉工業
地帯を結ぶ東京湾岸道路に接続し、
市内陸部から工業地域までを一本で
結ぶ路線を整備するため、袖ケ浦駅
海側土地区画整理境から南袖工業
地域の間を整備します。 

道路及び橋梁
予備設計 
用地測量 
路線測量 

用地買収 
道路及び橋梁
詳細設計 

用地買収 土木建設課 

●（都）西内河高
須線整備事業 

木更津市金田地区から袖ケ浦駅海側
土地区画整理事業区域内を通過し、
市道南袖大野台線までを結ぶ広域的
な幹線道路網の整備を推進します。

移転補償 
用地買収 
用地測量 
道路詳細設計
（区画整理～ 
市道奈良輪高
須新田線まで）

道路改良工事
（区画整理～
市道奈良輪高
須新田線まで）

道路改良工事 
（区画整理～
市道奈良輪高
須新田線まで） 

土木建設課 

橋梁長寿命化修
繕事業 
【実計新規】 

市道路橋について、計画的な定期点
検を実施するとともに、橋梁長寿命化
修繕計画に基づき予防的修繕工事を
実施し、橋梁の長寿命化を図ります。

定期点検委託
補修工事 
自主点検 

定期点検委託
自主点検 

定期点検委託 
自主点検 

土木管理課 

市街地内市道等
整備事業 

市街地内の生活環境の向上を図るた
め、制度の周知を行い地域住民に要
綱の周知を行い、狭あい道路の拡幅
整備を推進します。 

他市の事例調
査、検討 

みちづくり要綱
の周知・啓発 
制度の改正 

みちづくり要綱
の周知・啓発 

都市整備課 

●川原井林線建
設事業 

地域住民の生活利便性と安全性の
向上を実現するため、県道南総昭和
線と国道４０９号線を結ぶ市道川原井
林線を拡幅整備します。 

道路改良工事 道路改良工事 竣工図作成 土木建設課 

●三箇横田線建
設事業 

通学路の安全と交通利便性の向上を
図るため、広域農道から県道長浦上
総線間の市道三箇横田線について道
路改良工事を実施します。 

道路改良工事 道路改良工事
道路改良工事 
用地買収 
詳細設計 

土木建設課 
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事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

飯富２９号線・代
宿横田線建設事
業 

通学路の安全と交通利便性の向上を
図るため、飯富２９号線及び代宿横
田線について道路改良工事を実施し
ます。 

負担金支出 予備設計 
用地測量 
詳細設計 

土木建設課 

交差点改良事業 
円滑な交通処理と交通事故の防止を
図るため、市道代宿神納線の交差点
に右折車線を設置します。 

路線測量委託 詳細設計委託
交差点改良工
事 

土木建設課 

●かずさインター
チェンジ設置促
進事業 

首都圏を広域的に結び、本市をはじ
め周辺市の産業・経済の活性化と発
展に繋がる上で必要とされている首
都圏中央連絡自動車道かずさインタ
ーチェンジの早期整備を要望します。

国・県・東日本
高速道路㈱へ
の要望活動等

国・県・東日本
高速道路㈱へ
の要望活動等

国・県・東日本
高速道路㈱へ
の要望活動等 

土木建設課 

●国・県道整備
事業 

広域幹線道路のネットワーク化を図
り、本市の発展と交通利便性の向上
を図るため、首都圏中央連絡自動車
道や湾岸道路、その他国・県道の整
備促進を国・県に要望します。 

国・県への要
望活動等 

国・県への要
望活動等 

国・県への要
望活動等 

土木建設課 
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３節 快適で豊かな住環境の整備 
１．上水道 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）安定した給水体制の確立 

 震災等の災害に強い水道施設とするため、老朽化した施設の改修や老朽管更新事業を計画的に行い、

水の安定供給に取り組みます。 

 

（２）安全性の確保 

安全で安心な水の供給を行うため、浄水施設の機能を向上させるとともに、水質検査の徹底を図りま

す。 

 

（３）経営体質の強化 

 適正な水道料金と効率的な運営により経営体質の強化に努めます。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

水道配水管等整
備事業 

水道水の安定供給を図り、地震に強
い管路を整備するため、石綿セメント
管等の更新と公共工事に関連した配
水管等の整備を行います。 

実施設計 
老朽管更新工
事 
公共事業関連
工事 

実施設計委託
老朽管更新工
事 
公共事業関連
工事 
配水管整備工
事 

実施設計委託 
老朽管更新工
事 
公共事業関連
工事 
配水管整備工
事 

水道局 

経営体質の強化 

将来的にわたって適正な水道料金と
効率的な運営により、安全で安定的
に水道水を供給するため、君津地域
水道事業統合広域化について検討し
ます。 

統合の検討・
判断 
基本協定締結

事業推進 事業推進 水道局 

(1)安定した給水体制の確立

(2)安全性の確保

上 水 道

①水質管理の強化

①経営改善の検討

②適正な水道料金の維持

(3)経営体質の強化

①浄配水施設の整備

②老朽配水管対策
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２．公共下水道 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）公共下水道の整備 

 袖ケ浦駅海側地区について土地区画整理事業と併せた公共下水道の整備を推進します。 

また、これらの整備とともに、市街化区域縁辺の市街化調整区域における既存集落や開発区域につい

て、区域外流入を許可することにより周辺環境の保全を図ります。 

既設の下水道施設については、大規模地震に備えた耐震補強対策とともに、道路陥没や管渠閉塞等の

根絶を目指し施設の効率的な維持管理を実施する他、地域防災計画に基づきマンホールトイレを整備し

ます。 

終末処理場については、長寿命化計画に基づき、老朽化した施設の改築更新を行うとともに、包括的

民間委託の導入により既存施設の有効活用による汚水の高度処理や、適切かつ効率的な運転維持管理に

努めます。 

さらに、効率的な下水道経営のため処理水や汚泥の有効利用に関する調査などリサイクル化の実現に

向け検討を行います。 

  

（２）水洗化率の向上 

 公共下水道接続の啓発について、戸別訪問など広報活動の強化や既設便所の改造に対する貸付金制度

を活用して水洗化率の向上を図ります。 

 
（３）経営基盤の強化 

 公共下水道事業経営の現状を常に把握・分析するとともに情報を開示し、市民の理解と協力の下に経

営基盤の強化を図り下水道経営の健全化に努めます。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

幹線管渠建設改
良事業（袖ケ浦
駅海側土地区画
整理事業に係る
汚水管整備） 

袖ケ浦駅海側土地区画整理事業と併
せ衛生環境の確保と公共用水域の
水質保全のため、区域内の公共下水
道の整備を行います。 

汚水管整備工
事 

  下水対策課 

幹線管渠建設改
良事業（下水道
総合地震対策整
備） 

大規模地震等震災時においても機能
が確保できるよう、計画的に地震対
策整備を行います。 
また、避難所へマンホールトイレの整
備を行います。 

耐震化実施設
計 
マンホールトイ
レ整備 
 

汚水管耐震化
工事 
マンホールトイ
レ整備 
 

汚水管耐震化
工事 
マンホールトイ
レ整備 
計画策定 

下水対策課 

 

  

(2)水洗化率の向上

(3)経営基盤の強化

公 共 下 水 道 (1)公共下水道の整備

④下水道施設・資源の多面的な有効活用の推進

①広報活動の充実（水洗化の普及）

②貸付金・補助金による支援

①使用料の適性化

①公共下水道の整備の推進

②公共下水道の耐震対策と効率的な維持管理

③終末処理場の改築更新及び高度処理化の推進
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事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

終末処理場改築
更新事業 

終末処理場の機能を維持し、効果的
で最適な維持管理を行うため、長寿
命化計画に基づき施設の経済的な維
持管理修繕と更新を行います。 

長寿命化計画
に基づき施設
の改築更新を
実施 

長寿命化計画
に基づき施設
の改築更新を
実施 

 下水対策課 

終末処理場等包
括的維持管理事
業 

効率的な維持管理及び経費削減を図
るため、終末処理場等の包括的維持
管理を進めます。 

包括的維持管
理委託 

包括的維持管
理委託 

包括的維持管
理委託 

下水対策課 
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３．住宅 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）住環境の整備 

住環境の向上を図るため、道路や公園、上下水道、都市景観など住環境を構成する各分野の連携を強

化するとともに、袖ケ浦市耐震改修促進計画に基づき住宅の耐震化を促進します。 

また、今後、全国的に増加が予測されている空き家について対策を推進します。 

既存市営住宅については適切な維持管理を行うとともに、バリアフリー化に向けた改修や施設の環境

改善を図ります。 

 

（２）住宅・宅地の供給 

 持ち家促進策により本市への住宅建築を促し、定住化を推進します。 

また、市営住宅については、高齢者や障がい者、子育て世帯等が安全で安心して暮らせる住環境整備

を推進します。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●空き家等対策
事業 
【新規】 

空き家等が管理不全な状態となるこ
とを防止し、また、管理不全な状態を
解消するため、空き家等対策計画や
空き家に対する判定基準を策定しま
す。また、空き家バンク制度を創設す
るとともに、危険空き家改修等活用の
ための助成等について検討します。 

空き家等対策
計画の策定 
特定空家の危
険度等判定基
準等策定 
空き家バンク
制度の創設 

空き家の実態
調査による評
価付け等 
空き家バンク
制度の運用 

空き家バンク
制度の運用 
危険空き家改
修等活用の助
成の検討等 

都市整備課 

木造住宅耐震化
促進事業 

市民に木造住宅耐震化の普及・啓発
を行い、国・県・市の助成制度を利用
し、自らが所有し、居住する木造住宅
の耐震診断・改修の実施を促進しま
す。 

無料耐震相談
会 
耐震診断助成
耐震改修補助
リフォーム補助

無料耐震相談
会 
耐震診断助成
耐震改修補助
リフォーム補助

無料耐震相談
会 
耐震診断助成 
耐震改修補助 
リフォーム補助 

建築住宅課 

市営住宅維持管
理事業 

既存市営住宅の適切な維持管理を
行い快適な住環境を整えます。 

市営住宅の維
持管理 

市営住宅の維
持管理 

市営住宅の維
持管理 

建築住宅課 

 

  

(2)住宅･宅地の供給

①耐震化等住環境対策の推進

②市営住宅の維持管理

①持ち家の促進

②市営住宅の供給

住 宅 (1)住環境の整備
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第８章 行財政 ～市民ニーズに的確に対応する信頼される行財政運営～ 

１節 健全で自律的な財政運営 

１．財政運営 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）財政計画・財政運営 

 健全で自律的な財政運営のため、税源や特定財源の確保及び使用料・手数料の適正化など歳入増加の

施策を講じます。 

また、歳出面では不要・不急な事業の廃止や見直しなどにより、徹底した無駄の排除に取り組みなが

ら、３ヶ年実施計画に基づき事務事業の計画的な執行に努めます。 

 

 

 

２節 効率的で透明性の高い行政運営 

１．行政運営 

【施策体系】 

 

【施策の方向性】 

（１）行政評価 

 行政評価をより効率的かつ効果的なものにするため、責任の明確化、有効な指標の設定、客観的評価

の定着、組織・予算との連携、及び市民とのコミュニケーションや情報共有化の推進を図り、PDCA サイ

クル（Plan・Do・Check・Action）のさらなる充実に努めます。 

 

（２）行政改革 

 行政改革については、行政改革推進委員会に各年度の進捗状況を報告し提言を受け、必要に応じて是

正の措置を講じ、その推進を図ります。 

 

①健全で自律的な財政運営

②実施事業の計画的推進

(1)財政計画・財政運営財 政 運 営

②効率的かつ効果的な組織の構築

①自律行動型職員の育成

②時代や環境に対応する人材の育成

(5)人材（職員）育成

(1)行政評価

(2)行政改革

③公平性（受益者負担）の確立

①行政の透明性向上

②公正な行政・開かれた行政の推進

①社会潮流や市民ニーズへの的確な対応

(3)情報公開・パブリックコメント

(4)組織の構築

行 政 運 営 ①行政評価の効率的な運用

①行政改革の推進

②市民との協働による行政サービスの樹立
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（３）情報公開・パブリックコメント 

 行政運営の公正と透明性の向上を目指して、情報公開やパブリックコメント手続を推進し、市政に対

する市民の理解を深めるとともに市政への市民参加の促進に取り組みます。 

 

（４）組織の構築 

社会潮流の変化と多様化する市民ニーズを的確に把握し、効果的な行政運営を推進するため、効率的

かつ効果的な組織の構築に努めます。 

 

（５）人材（職員）育成 

 本格的な地方分権時代を迎え、高度・多様化する行政需要に的確に対応するため、常に市民の立場で

考え、創造的で有効な政策を自らの意思で着実に推進できる自律行動型職員の育成に努めます。 

 

 

【事務事業の位置づけ】 

事業名 事業内容 
事業概要 

担当課 
28 年度 29 年度 30 年度 

●シティプロモー
ション推進事業 
【実計新規】 

本市の知名度・イメージ向上により、
交流・定住人口の増加や、観光の振
興、企業誘致の推進等を図るため、ホ
ームページまたはソーシャルメディア
による情報発信を強化するとともに、
各種イベント等において本市の魅力を
ＰＲします。 

ホームページま
たはソーシャル
メディアを活用
したＰＲ方法の
検討・実施 
各種イベント等
と連携したＰＲ
活動 
ＰＲ素材の充実
（ガウラファミリ
ーデザイン画
等） 
市民（学生）レ
ポーターの設
置、活用 

ホームページ
またはソーシャ
ルメディアを活
用したＰＲ実施
各種イベント等
と連携したＰＲ
活動 
ＰＲ素材の充実
県外居住者へ
の知名度調査
兼ＰＲ活動 
市民（学生）レ
ポーターの活
用 

ホームページ
またはソーシャ
ルメディアを活
用したＰＲの実
施 
各種イベント等
と連携したＰＲ
活動 
ＰＲ映像、パン
フレットの更新 
ＰＲ素材の充実 
市民（学生）レ
ポーターの活
用 

秘書広報課

●わがまちのよ
うすがわかる予
算説明会 

市政に関する情報を市民と共有化す
るため、市政の現状や主要施策、予
算等についての説明会を開催し、市
民との対話を大切にした市民参画と
市民協働によるまちづくりを一層推進
します。 

説明会の開催
動画の配信 
実施方法の検
討 

説明会の開催
動画の配信 
実施方法の検
討 

説明会の開催 
動画の配信 
実施方法の検
討 

秘書広報課

●市民と市長の
ふれあいトーク 

市政やまちづくりに関し、市民の意見
を広く聴き市政に反映させるため、各
種団体や市民グループと市長が意見
交換を行なうことで、市民参加のまち
づくりを推進します。 

ふれあいトーク
の実施 

ふれあいトーク
の実施 

ふれあいトーク
の実施 

秘書広報課

職員研修事業 

袖ケ浦市人材育成方針に掲げた職員
像を目指し、新たな研修体系により、
地方分権に対応できる能力を持った
職員の育成を図ります。 

研修の実施 研修の実施 研修の実施 総務課 



 

107 
 

 


